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第１章 総論 

 

第１ 趣旨 

 

１ この静岡市環境影響評価技術指針（以下「技術指針」という。)は、静岡市環境影響評価条

例（以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、条例第２条第２号に規定する対象

事業（以下「対象事業」という。）に係る以下の事項を適切に行うために、必要な指針を定め

るものである。 

（１）計画段階配慮事項 

（２）環境影響評価の項目 

（３）計画段階配慮事項及び環境影響評価の調査、予測及び評価の手法等 

（４）環境の保全のための措置（以下「環境保全措置」という。） 

（５）事後調査の項目及び手法等 

（６）配慮書、方法書、調査実施計画書、準備書、評価書、事後調査計画書及び事後調査報告

書（以下「配慮書等」という。）の記載内容等 

２ この技術指針は、条例に定める対象事業に共通するものとして定めるものであり、環境影

響評価に関する調査等を行うに当たっては、事業及び地域の特性に配慮し、この技術指針に

定められた標準的な調査等の項目及び技術的方法以外のものも選定することができる。 

３ この技術指針は、環境影響評価等に関する今後の科学的知見の進展、事例の積み重ね等に

応じて適切な判断を加え、必要な改定を行うものとする。 

 

 

第２ 配慮書等の記載内容等 

 

１ 配慮書等の記載内容 

配慮書等の記載内容は【別表１】を基本とする。 

なお、配慮書等の作成に当たっては、できる限り簡素かつ平易な文章表現とし、学術的専

門用語の使用は必要最小限にとどめるよう努めるものする。また、視覚的な表示方法など、

理解しやすい記述方法に努めるものとする。 
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【別表１】 配慮書等の記載内容 

 記載項目 記載内容等 

①
配
慮
書 

(1) 事業者の氏名及び

住所 

・ 法人にあっては、その名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地を記載する。 

(2) 対象事業の名称、

目的及び内容 

・ 事業の内容は、次に掲げる事項とする。 

ア 対象事業の種類 

イ 対象事業の規模 

ウ 対象事業実施想定区域 

エ その他の対象事業の内容に関する事項（既

に決定されている内容に係るものに限る。)で

あって、その変更により環境影響が変化する

こととなるもの 

・ ウの記載に当たっては、その概要を適切な縮

尺の平面図上に明らかにする。 

(3) 対象事業の実施想

定区域及びその周囲

の概況 

・ 実施想定区域の概況を記載するに当たっては、

入手可能な最新かつ最適な文献その他の資料に

より把握した結果（当該資料の出典を含む。）

について、【別表２】に掲げる事項の区分に応

じて記載する。 

・ 記載に当たっては、その概要を適切な縮尺の

平面図上に明らかにする。 

(4) 対象事業に係る２

以 上 の 計 画 に つ い

て、計画段階配慮事

項ごとに調査、予測

及び評価の結果を取

りまとめたもの 

・ 計画段階配慮事項について、【別表４】を参

考に表形式で整理する。 

・ 計画段階配慮事項として抽出した理由を記載

する。 

・ 計画段階配慮事項ごとに調査、予測及び評価

の結果をとりまとめる。 

(5) 環境の保全の見地

から配慮した内容 

・ 対象事業実施想定区域に応じて【別表３】の

地域別配慮事項を参考に、配慮すべき内容を検

討し、その結果を記載する。 

・ 検討の結果は、【参考様式】を参考に、配慮

事項ごとに内容を整理してとりまとめる。 

②
方
法
書 

(1) 事業者の氏名及び

住所 

・ ①(1)に準じる。 

(2) 対象事業の名称、

目的及び内容 

・ ①(2)に準じる。 

(3) 対象事業を実施し

ようとする区域（以

下「実施予定区域」

という。）及びその

周囲の概況 

・ ①(3)に準じる。 

・ 配慮書段階で述べられた市長等の意見を勘案

し、必要に応じて情報を追加する。 
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(4) 配慮書について提

出された意見の概要 

・ 条例第 10 条第１項の規定により、提出された

意見の概要を取りまとめて記載する。 

(5) 配慮書についての

市長の意見 

・ 条例第 12 条第１項の規定により、市長が述べ

た意見を記載する。 

(6) (4)(5)の意見につ

いての事業者の見解 

・ (4)(5)の意見の概要又は意見の項目ごとに事

業者の見解を明らかにする。 

(7) 対象事業に係る環

境影響評価の項目並

びに調査、予測及び

評価の手法 

・ 当該手法が決定されていない場合にあっては、

対象事業に係る環境影響評価の項目を記載す

る。 

・ 当該環境影響評価の項目並びに調査、予測及

び評価の手法について、選定した理由又は選定

しなかった理由を明らかにする。 

(8) その他 ・ 条例第 14 条第２項の規定により、相互に関連

する２以上の対象事業について、併せて方法書

を作成した場合にあっては、対象事業に係る方

法書において、その旨を明らかにするものとす

る。 

 

③
調
査
実
施
計
画
書 

(1) 事業者の氏名及び

住所 

 

・ ①(1)に準じる。 

(2) 対象事業の名称、

目的及び内容 

 

・ ①(2)に準じる。 

(3) 実施予定区域及び

その周囲の概況 

・ ①(3)に準じる。 

 

 

④
準
備
書 

(1～ 6) 事業者の氏名

及び住所等 

・ ②(1)から(6)に準じる。 

(7) 方法書について提

出された意見の概要 

・ 条例第 18 条第１項の規定により、提出された

意見の概要を取りまとめて記載する。 

(8) 方法書についての

市長の意見 

・ 条例第 20 条第１項の規定により、市長が述べ

た意見を記載する。 

(9) (7)(8)の意見につ

いての事業者の見解 

・ (7)(8)の意見の概要又は意見の項目ごとに事

業者の見解を明らかにする。 

(10)環境影響評価項目

並びに調査、予測及

び評価の手法 

・ 次に掲げる事項を記載する。 

ア ③で選定した環境影響評価の項目並びに調

査、予測及び評価の手法 

イ 調査、予測及び評価に当たっての留意事項

（第３の２の(5)⑤及び⑥、(6)④から⑦まで

並びに(7)③に掲げる事項） 

javascript:void%20fnHonLink(403,'a9000574042501311.html','j9_k2')


4 

(11)環境影響評価の結果として次に掲げるもの 

 (11-1)調査の結果の

概要並びに予測及

び評価の結果を環

境影響評価の項目

ごとにとりまとめ

たもの 

・ 第３の２(3)により選定した環境影響評価の項

目並びに調査、予測及び評価の手法に基づき実

施した環境影響評価の結果を項目ごとに取りま

とめたもの（環境影響評価を行ったにもかかわ

らず環境影響の内容及び程度が明らかとならな

かった項目に係るものを含む。）を記載する。 

(11-2)環境の保全の

ための措置 

・ 第３の３(5)により検討した環境の保全のため

の措置について、当該措置を講ずることとする

に至った検討の状況を含めて記載する。 

(11-3)対象事業に係

る環境影響の総合

的な評価 

・ 他の選定項目に係る環境要素が受けるおそれ

がある環境影響について検討を行うため、選定

項目ごとに取りまとめられた調査、予測及び評

価の結果の概要を一覧できるように記載する。 

(12) 事後調査の内容 ・ 第３の２(6)による検討の結果を記載する。 

 

(13)環境影響評価の全

部又は一部を他の者

に委託して行った場

合には、その者の氏

名及び住所 

・ 法人にあっては、その名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地を記載する。 

(14)その他 ・ ②(8)に準じる。 

 

⑤
評
価
書 

(1～ 13)事業者の氏名

及び住所等 

・ ④(1)から(13)に準じる。 

・ ただし、準備書に記載した事項との相違を明

らかにする。 

(14)準備書について提

出された意見の概要 

・ 条例第 28 条第１項の規定により、提出された

意見の概要を取りまとめて記載する。 

(15)準備書について公

聴会における意見の

概要 

・ 条例第 30 条第１項の規定により開催された公

聴会において、陳述された意見の概要を取りま

とめて記載する。 

(16)準備書についての

市長の意見 

・ 条例第 31 条第１項の規定により、市長が述べ

た意見を記載する。 

(17)(14)(15)(16) の 意

見についての事業者

の見解 

・ (14)(15)(16)の意見の概要又は意見の項目ご

とに事業者の見解を明らかにする。 

(18)意見に基づき変更

する準備書の内容等 

・ (16)の意見に基づき準備書の内容を変更する

ときは、その内容を記載する。 

・ 準備書の内容を変更しないときは、その理由

を記載する。 
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(19)その他 ・ ②(8)に準じる。 

・ 前各号に掲げるもののほか、市長が定める事

項について記載する。 

⑥
事
後
調
査
計
画
書 

(1～ 2) 事業者の氏名

及び住所等 

・ ②(1)から(2)に準じる。 

 

(3) 事後調査の内容 ・ 評価書に記載した事後調査の方針に基づいて

具体化させた事後調査の項目、調査地点、調査

期間及び頻度、並びに調査方法等次に掲げる事

項について記載する。 

ア 事後調査を行う理由 

イ 事後調査の項目及び手法 

ウ 事後調査を行う時期及び期間 

エ 事後調査報告書の提出時期 

オ 事業者以外の者が把握する環境の状況に関

する情報を活用しようとする場合にあって

は、当該事業者以外の者との協力又は当該事

業者以外の者への要請の方法及び内容 

カ 事業者以外の者が事後調査の実施主体とな

る場合にあっては、当該実施主体の氏名（法

人にあっては、その名称）並びに当該実施主

体との協力又は当該実施主体への要請の方法

及び内容 

キ その他事後調査の実施に関し必要な事項 

(4) その他 ・ 前各号に掲げるもののほか、市長が定める事

項について記載する。 

⑦
事
後
調
査
報
告
書 

(1～3)事業者の氏名及

び住所等 

・ ⑥(1)から(3)に準じる。 

(4) 事後調査の結果等 ・ 事後調査計画書に従って行った事後調査の結

果等次に掲げる事項を記載する。 

ア 事後調査の結果 

イ 事後調査により環境の保全の見地から必要

があると認めて措置を講じたときは、その内

容 

ウ その他事後調査の結果に関し必要な事項 

(5) その他 ・ 前各号に掲げるもののほか、市長が定める事

項について記載する。 
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２ 実施の手順 

手順は概ね次図のとおりとする。 

 

■ 計画段階配慮事項の検討、環境影響評価及び事後調査の手順 
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第３ 計画段階配慮事項の検討、環境影響評価及び事後調査

の手順 

 

１ 配慮書段階 

（１）位置等に関する複数案の設定 

① 計画段階配慮事項の検討に当たっては、次に掲げるア、イの順を優先順位とした複数

案を設定することを基本とし、その設定の考え方を明確にすること。 

なお、アを優先できない場合には、その理由を明確にすること。 

ア 事業の位置・規模に関する適切な複数案 

イ 建造物等の構造・配置に関する適切な複数案 

② 設定する複数案には、現実的である限り、ゼロオプション（事業を実施しない案）を

含めるよう努めること。 

③ 配慮書の作成は、事業の「位置・規模」又は「配置・構造」に係る複数案の設定が可

能な時期から、「位置・規模」又は「配置・構造」が確定する前までに行うこと。 

 

（２）事業特性の把握 

設定した事業案の検討を行うに必要と認める範囲内で、当該検討に影響を及ぼす事業の

内容（以下「事業特性」という。）について、次に掲げる事項を把握すること。 

① 対象事業の種類 

② 対象事業の規模 

③ 対象事業実施想定区域 

④ その他の対象事業の内容に関する事項（既に決定されている内容に係るものに限る。）

であって、その変更により環境影響が変化することとなるもの 

 

（３）事業実施想定区域及びその周囲の概況の把握 

① 設定した事業案について【別表２】を参照し、調査、予測及び評価に必要となる情報

を選択し、事業実施想定区域及びその周囲の自然的・社会的状況（以下「地域特性」と

いう。）を把握すること。 

② 地域特性の把握に当たっては、入手可能な最新の文献その他の資料により行い、当該

特性に係る過去の状況の推移及び将来の状況を把握すること。この場合においては、必

要に応じ、静岡市（以下「本市」という。）その他の地方公共団体、専門家その他の環境

影響に関する知見を有する者（以下「専門家等」という。）から知見を聴取し、又は現地

の状況を確認するよう努めること。 



8 

【別表２】地域の概況の調査項目 

区分 項目名  内 容 

地 域 の 自

然 的 状 況

に 係 る 項

目 

 

気象  風向、風速、気温、日射量、雲量、降水量等  

河川、湖沼、

海域、地下水  

地理的分布、河川の流量、流況、波浪、潮汐、

水深、湖沼等における成層・密度流等、地下水

位、かん養状況、利用状況等 

地形  一般地形、水底地形等 

地質  一般地質、堆積物の状況等 

動物、植物  動植物相等 

自然災害  過去の地すべり、崩壊、洪水等の発生状況  

その他  地域景観、景勝地、野外レクリエーション地の

分布状況等 

地 域 の 社

会 的 状 況

に 係 る 項

目 

 

行政区画  市町村境界、字界等 

人口  人口動態、人口密度、人口分布、流域人口、年

齢別人口の状況等 

集落の状況  集落の分布、戸数等 

産業  工業出荷額、用水・燃料使用、産業別人口等  

交通  道路交通状況、鉄道・空港・港湾の利用状況等  

土地利用  土地利用の概況、用途地域等 

施設等の設置

状況  

学校及び病院その他の環境の保全について特に

配慮が必要な施設等 

水域とその利

用 

水域の概況、水面利用、水利用、漁業権の設定

状況等 

文化財等  史跡、名勝、天然記念物等の指定状況及び周知

遺跡の分布状況 

各種開発計画

等の策定状況  

総合計画等 

その他  水道事業計画等 

環 境 関 係

法 令 等 に

係る項目 

 

環境保全対策

の状況  

下水道等環境整備の状況等 

関係法令によ

る指定、規制

等 

公害防止に係る規制地域、公害防止計画地域、

環境基準 ＊の類型指定、自然環境保全に係る地

域、国立公園等の地域、鳥獣保護区域等  

生活環境の状

況等  

大気質、騒音、振動、悪臭、水質等の状況（環

境基準の確保の状況を含む。）、苦情件数等  

その他  条例に基づく規制基準等 

※ 環境基準とは、環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 16 条第１項の規定によ

る環境上の条件についての基準をいう。 

 

 

javascript:void%20fnHonLink(403,'a9000574042501311.html','top')
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（４）地域別配慮事項に対する検討 

① 多様な都市環境、自然環境を有する本市の実状を踏まえた計画段階配慮を適切に行う

ため、【別表３】に示す地域別配慮事項を参考に、(2)(3)で把握した結果を勘案しつつ、

環境への影響をできる限り低減すべく配慮事項を検討する。 

② 検討に当たっては、当該配慮事項のみならず、本市の環境に関する最新の情報や各種

計画を把握するとともに、全国的な環境動向を踏まえた知見を加味するよう努める。 

③ 検討した結果は、【参考様式】に示すように、配慮事項ごとに配慮した内容を整理する

ものとする。 

 

【別表３】地域別配慮事項 

（１）都市計画区域内（特定区域を除く） 

 配慮事項 

土
地
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 扇状地、三角州など地形・地質が不安定な地域が多いため、地盤等への配慮 

・ 山地災害危険地区における山地災害防止への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 活断層を考慮した用地の選定 

・ 地形・地質条件を踏まえ安定した用地の選定 

・ 掘削等による地形改変の抑制 

・ 地盤沈下を防ぐための取水・揚水の抑制 

・ 山地災害危険地区における地形改変の抑制 

 

水
資
源
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 全体的に植生、土壌ともに水資源保全機能が低いため、雨水の浸透機能向上に配慮 

・ 水源涵養機能の高い森林等の保全への配慮 

・ 地下水への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制 

・ 雨水の貯留及び浸透機能の保全と向上を考慮した施設の設計 

・ 地下水汚染を防ぐための排水の適正処理 

・ 農地・緑地の保全、改変後の緑化推進 
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 配慮事項 

生
態
系
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 鳥獣保護区等の貴重な生物生息環境の保全への配慮 

・ 興津川、巴川、富士川等の河川周辺や賤機山、高草山等に貴重な生態系がみられ、   

多様な生物の生息・生育環境の保全への配慮 

・ ビオトープネットワーク形成に資する緑地整備への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避した用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期

を考慮した工期の設定 

・ 野生動物の移動経路の確保 

・ 河川、海岸等の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理 

・ 計画地の現存緑地の保全、及び生態系保全の観点から現地植生を考慮した緑化の推      

進 

・ 施設からの騒音・振動等の発生抑制、及び夜間照明の拡散防止 

 

人
と
自
然
の
ふ
れ
あ
い
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 都市の身近な自然とのふれあいの場としての環境保全への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 市街化区域においては、市街地内の貴重な緑地の保全、及び地域環境に貢献する緑

地・オープンスペースの創出 

・ 市街化調整区域においては、建築物や工作物等の自然景観との調和、及び自然景観

の保全に配慮した改変後の緑化推進 

・ 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変の抑制 

・ 巨樹等の景観資源や眺望点からの眺望の保全に配慮した建築物等の配置、規模等の

計画 

 

社
会
的
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 住宅や公共施設等の市街地・集落地環境に関わる影響への配慮 

・ 文化財等の保全及びそれらと調和した景観への配慮 

・ 市街化調整区域においては、市街地隣接地として丘陵地、河川周辺等の自然環境の

保全への配慮 

・ 持続可能な都市づくりへの配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん等の発生抑制 

・ 河川や海の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理 

・ 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭等の発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

・ 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制 

・ 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の適正処理 

・ 省エネ、リサイクル、再生可能エネルギーの使用等の低炭素化の推進 

・ 建築物や工作物等の周辺景観との調和 

・ 周辺地域への影響を緩和する緩衝緑地等の確保 

・ 市街化区域においては、発生交通の適正処理及び公共交通利用の促進 
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（２）都市計画区域外（特定区域を除く） 

 配慮事項 

土
地
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 急傾斜地があり、地形改変による災害防止への配慮 

・ 広範囲にわたる山地災害危険地区における山地災害防止への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 活断層を考慮した用地の選定 

・ 掘削等による地形改変の抑制 

・ 山地災害危険地区における地形改変の抑制 

 

水
資
源
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 水源涵養機能の高い森林等の保全への配慮 

・ 地下水への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 土壌流出を防ぐための地形改変の抑制 

・ 地下水汚染を防ぐための排水の適正処理 

・ 森林伐採の抑制、伐採後の植林等による森林回復 

 

生
態
系
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 森林を主体とした地域で多様な動植物が分布しており、それらの生息・生育環境の

保全への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避した用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期

を考慮した工期の設定 

・ 河川、海岸等の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理 

・ 計画地の現存緑地の保全及び現地植生を考慮した緑化の推進 

・ 野生動物の移動経路の確保 

・ 施設からの騒音・振動等の発生抑制、及び夜間照明の拡散防止 

 

人
と
自
然
の
ふ
れ
あ
い
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 多様な自然とのふれあいの場としての環境保全への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変の抑制 

・ 建築物や工作物等の自然景観との調和 

・ 巨樹等の景観資源や眺望点からの眺望の保全に配慮した建築物等の配置、規模等の

計画 

・ 自然景観の保全に配慮した改変後の緑化推進 

 



12 

 配慮事項 

社
会
的
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 下流域に対する汚染物質や土砂流入による水質悪化防止への配慮 

・ 集落地の生活環境保全への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん等の発生抑制 

・ 河川の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理 

・ 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭等の発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

・ 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制 

・ 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の適正処理 

 

 

 

（３）特定区域 

 配慮事項 

土
地
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 山地災害危険地区における山地災害防止への配慮 

・ 急傾斜地が多く、地形改変による災害防止への配慮（南ア） 

・ 地質が不安定な地域が多いため、地盤等への配慮（日・三） 

＜配慮事項＞ 

・ 掘削等による地形改変の抑制 

・ 山地災害危険地区における地形改変の抑制 

・ 活断層を考慮した用地の選定（南ア） 

・ 傾斜を考慮した用地の選定（南ア） 

・ 地形・地質条件を踏まえ安定した用地の選定（日・三） 

・ 地盤沈下を防ぐための取水・揚水の抑制（日・三） 

 

水
資
源
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 水源涵養機能の高い森林等の保全への配慮 

・ 地下水への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 地下水汚染を防ぐための排水の適正処理 

・ 土壌流出を防ぐための地形改変の抑制（南ア） 

・ 森林伐採の抑制、伐採後の植林等による森林回復（南ア） 

・ 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制（日・三） 

・ 農地・緑地の保全、改変後の緑化推進（日・三） 
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 配慮事項 

生
態
系
保
全
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 貴重な野生生物の生息地及び貴重な植生群落の生育地が多く分布しており、それら

の生息・生育環境の保全への十分な配慮（南ア） 

・ 三保海岸や特定植物群落としての松原、照葉樹林をはじめ、自然度の高い森林が広

がっており、多様な生物の生息・生育環境の保全への配慮（日・三） 

＜配慮事項＞ 

・ 貴重な野生生物の生息及び生育地を回避した用地の選定、地形改変の抑制、繁殖期

を考慮した工期の設定 

・ 河川、海岸等の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理 

・ 野生動物の移動経路の確保 

・ 施設からの騒音・振動等の発生抑制、及び夜間照明の拡散防止 

・ 森林（特に自然林）の伐採抑制、改変後の自然環境の代替地確保または修復と再生、

現地植生を考慮した植栽樹の選定（南ア） 

・ 計画地の現存緑地の保全及び地域の在来種を主体とした緑化の推進（日・三） 

 

人
と
自
然
の
ふ
れ
あ
い
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 自然公園等のすぐれた環境の保全への配慮 

＜配慮事項＞ 

・ 自然景観資源の喪失を防ぐための地形改変の抑制 

・ 建築物や工作物等の自然景観との調和 

・ 巨樹等の景観資源の保全に配慮した建築物等の配置、規模等の計画 

・ 自然景観の保全に配慮した改変後の緑化推進 

 

社
会
的
機
能 

＜配慮の方向性＞ 

・ 大井川下流域に対する汚染物質や土砂流入による水質悪化防止への十分な配慮 

（南ア） 

・ 世界遺産、文化財等の保全及びそれらと調和した景観への配慮（日・三） 

＜配慮事項＞ 

・ 工事における大気汚染・騒音・振動・粉じん等の発生抑制 

・ 河川や海の水質汚濁を防ぐための排水の適正処理 

・ 施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭等の発生抑制、有害化学物質による汚染防止 

・ 地下水位低下を防ぐための取水・揚水の抑制 

・ 土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄物の適正処理 

・ 建築物や工作物等の規模の抑制及び周辺景観との調和（日・三） 

・ 省エネ、リサイクル、再生可能エネルギーの使用等の低炭素化の推進（日・三） 

 

 

 

※ 南ア ： 南アルプスユネスコエコパーク区域、南アルプス国立公園及び奥大井県立自然公園の特別区域で

特に配慮すべき事項 

※ 日・三： 日本平・三保の松原県立自然公園特別区域で特に配慮すべき事項 
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【参考様式】地域別配慮チェックリスト 

（１）都市計画区域内（特定区域を除く） 

 配慮事項 配慮の内容 

土
地
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・扇状地、三角州など地形・地質が不安定な地域が多いため、地盤等への配慮 

・山地災害危険地区における山地災害防止への配慮 

配 慮 

事 項 

・活断層を考慮した用地の選定  

・地形・地質条件を踏まえ安定した用地の

選定 

 

・掘削等による地形改変の抑制  

・地盤沈下を防ぐための取水・揚水の抑制  

・山地災害危険地区における地形改変の抑 

制 

 

水
資
源
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・全体的に植生、土壌ともに水資源保全機能が低いため、雨水の浸透機能向上に

配慮 

・水源涵養機能の高い森林等の保全への配慮 

・地下水への配慮 

配 慮 

事 項 

・地下水位低下を防ぐための取水・揚水の

抑制 

 

・雨水の貯留及び浸透機能の保全と向上を

考慮した施設の設計 

 

・地下水汚染を防ぐための排水の適正処理  

・農地・緑地の保全、改変後の緑化推進  

生
態
系
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・鳥獣保護区等の貴重な生物生息環境の保全への配慮 

・興津川、巴川、富士川等の河川周辺や賤機山、高草山等に貴重な生態系がみら  

れ、多様な生物の生息・生育環境の保全への配慮 

・ビオトープネットワーク形成に資する緑地整備への配慮 

配 慮 

事 項 

・貴重な野生生物の生息及び生育地を回避

した用地の選定、地形改変の抑制、繁殖

期を考慮した工期の設定 

 

・野生動物の移動経路の確保  

・河川、海岸等の水質汚濁を防ぐための排

水の適正処理 

 

・計画地の現存緑地の保全、及び生態系保

全の観点から現地植生を考慮した緑化

の推進 

 

・施設からの騒音・振動等の発生抑制、及

び夜間照明の拡散防止 

 

人
と
自
然
の
ふ
れ
あ
い
機
能 

配慮の 

方向性 
・都市の身近な自然とのふれあいの場としての環境保全への配慮 

配 慮 

事 項 

・市街化区域においては、市街地内の貴重

な緑地の保全、及び地域環境に貢献する

緑地・オープンスペースの創出 

 

・市街化調整区域においては、建築物や工

作物等の自然景観との調和、及び自然景

観の保全に配慮した改変後の緑化推進 
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・自然景観資源の喪失を防ぐための地形改

変の抑制 

 

・巨樹等の景観資源や眺望点からの眺望の

保全に配慮した建築物等の配置、規模等

の計画 

 

社
会
的
機
能 

配慮の 

方向性 

・住宅や公共施設等の市街地・集落地環境に関わる影響への配慮 

・文化財等の保全及びそれらと調和した景観への配慮 

・市街化調整区域においては、市街地隣接地として丘陵地、河川周辺等の自然環

境の保全への配慮 

・持続可能な都市づくりへの配慮 

配 慮 

事 項 

・工事における大気汚染・騒音・振動・粉

じん等の発生抑制 

 

・河川や海の水質汚濁を防ぐための排水の

適正処理 

 

・施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭等

の発生抑制、有害化学物質による汚染防

止 

 

・地下水位低下を防ぐための取水・揚水の

抑制 

 

・土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄

物の適正処理 

 

・省エネ、リサイクル、再生可能エネルギ

ーの使用等の低炭素化の推進 

 

・建築物や工作物等の周辺景観との調和  

・周辺地域への影響を緩和する緩衝緑地等

の確保 

 

・市街化区域においては、発生交通の適正

処理及び公共交通利用の促進 

 

 

（２）都市計画区域外（特定区域を除く） 

 配慮事項 配慮の内容 

土
地
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・急傾斜地があり、地形改変による災害防止への配慮 

・広範囲にわたる山地災害危険地区における山地災害防止への配慮 

 

配 慮 

事 項 

・活断層を考慮した用地の選定  

・掘削等による地形改変の抑制  

・山地災害危険地区における地形改変の抑 

制 

 

水
資
源
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・水源涵養機能の高い森林等の保全への配慮 

・地下水への配慮 

配 慮 

事 項 

・土壌流出を防ぐための地形改変の抑制  

・地下水汚染を防ぐための排水の適正処理  

・森林伐採の抑制、伐採後の植林等による

森林回復 
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生
態
系
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・森林を主体とした地域で多様な動植物が分布しており、それらの生息・生育環

境の保全への配慮 

配 慮 

事 項 

・貴重な野生生物の生息及び生育地を回避

した用地の選定、地形改変の抑制、繁殖

期を考慮した工期の設定 

 

・河川等の水質汚濁を防ぐための排水の適

正処理 

 

・計画地の現存緑地の保全及び現地植生を

考慮した緑化の推進 

 

・野生動物の移動経路の確保  

・施設からの騒音・振動等の発生抑制、及

び夜間照明の拡散防止 

 

人
と
自
然
の
ふ
れ
あ
い
機
能 

配慮の 

方向性 
・多様な自然とのふれあいの場としての環境保全への配慮 

配 慮 

事 項 

・自然景観資源の喪失を防ぐための地形改

変の抑制 

 

・建築物や工作物等の自然景観との調和  

・巨樹等の景観資源や眺望点からの眺望の

保全に配慮した建築物等の配置、規模等

の計画 

 

・自然景観の保全に配慮した改変後の緑化

推進 

 

社
会
的
機
能 

配慮の 

方向性 

・下流域に対する汚染物質や土砂流入による水質悪化防止への配慮 

・集落地の生活環境保全への配慮 

配 慮 

事 項 

・工事における大気汚染・騒音・振動・粉

じん等の発生抑制 

 

・河川の水質汚濁を防ぐための排水の適正

処理 

 

・施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭等

の発生抑制、有害化学物質による汚染防

止 

 

・地下水位低下を防ぐための取水・揚水の

抑制 

 

・土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃棄

物の適正処理 

 

 

（３）特定区域 

 配慮事項 配慮の内容 

土
地
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・山地災害危険地区における山地災害防止への配慮 

・急傾斜地が多く、地形改変による災害防止への配慮（南ア） 

・地質が不安定な地域が多いため、地盤等への配慮（日・三） 

 

配慮 

事項 

・掘削等による地形改変の抑制  

・山地災害危険地区における地形改変の

抑制 
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・活断層を考慮した用地の選定（南ア）  

・傾斜を考慮した用地の選定（南ア）  

・地形・地質条件を踏まえ安定した用地

の選定（日・三） 

 

・地盤沈下を防ぐための取水・揚水の抑

制（日・三） 

 

水
資
源
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・水源涵養機能の高い森林等の保全への配慮 

・地下水への配慮 

 

配 慮 

事 項 

・地下水汚染を防ぐための排水の適正処

理 

 

・土壌流出を防ぐための地形改変の抑制

（南ア） 

 

・森林伐採の抑制、伐採後の植林等によ

る森林回復（南ア） 

 

・地下水位低下を防ぐための取水・揚水

の抑制（日・三） 

 

・農地、緑地の保全、改変後の緑化推進

（日・三） 

 

生
態
系
保
全
機
能 

配慮の 

方向性 

・貴重な野生生物の生息地及び貴重な植生群落の生育地が多く分布しており、そ

れらの生息・生育環境の保全への十分な配慮（南ア） 

・三保海岸や特定植物群落としての松原、照葉樹林をはじめ、自然度の高い森林

が広がっており、多様な生物の生息・生育環境の保全への配慮（日・三） 

 

配 慮 

事 項 

・貴重な野生生物の生息及び生育地を回

避した用地の選定、地形改変の抑制、

繁殖期を考慮した工期の設定 

 

・河川、海岸等の水質汚濁を防ぐための

排水の適正処理 

 

・野生動物の移動経路の確保  

・施設からの騒音・振動等の発生抑制、

及び夜間照明の拡散防止 

 

・森林（特に自然林）の伐採抑制、改変

後の自然環境の代替地確保または修復

と再生、現地植生を考慮した植栽樹の

選定（南ア） 

 

・計画地の現存緑地の保全及び地域の在

来種を主体とした緑化の推進（日・三） 

 

人
と
自
然
の
ふ
れ
あ
い
機
能 

配慮の 

方向性 
・自然公園等のすぐれた環境の保全への配慮 

配 慮 

事 項 

・自然景観資源の喪失を防ぐための地形

改変の抑制 

 

・建築物や工作物等の自然景観との調和  

・巨樹等の景観資源の保全に配慮した建

築物等の配置、規模等の計画 

 

・自然景観の保全に配慮した改変後の緑

化推進 
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社
会
的
機
能 

配慮の 

方向性 

・大井川下流域に対する汚染物質や土砂流入による水質悪化防止への十分な配慮

（南ア） 

・世界遺産、文化財等の保全及びそれらと調和した景観への配慮（日・三） 

配 慮 

事 項 

・工事における大気汚染・騒音・振動・

粉じん等の発生抑制 

 

・河川や海の水質汚濁を防ぐための排水

の適正処理 

 

・施設からのばい煙・騒音・振動・悪臭

等の発生抑制、有害化学物質による汚

染防止 

 

・地下水位低下を防ぐための取水・揚水

の抑制 

 

・土壌汚染及び水質汚濁を防ぐための廃

棄物の適正処理 

 

・建築物や工作物等の規模の抑制及び周

辺景観との調和（日・三） 

 

・省エネ、リサイクル、再生可能エネル

ギーの使用等の低炭素化の推進 

（日・三） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 南ア ： 南アルプスユネスコエコパーク区域、南アルプス国立公園及び奥大井県立自然公園の特別区域で

特に配慮すべき事項 

※ 日・三： 日本平・三保の松原県立自然公園特別区域で特に配慮すべき事項 
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（５）計画段階配慮事項の選定 

① 本市は山岳地、田園地、都市部、海岸部など多様な地域があり、これらの

特性に応じた視点での環境配慮や事業者の意識啓発が重要である。このため、

設定した事業案に係る計画段階配慮事項の選定は、（４）の検討結果を考慮

しつつ、【別表４】を用いて当該対象事業の実施により環境影響を及ぼすお

それがある要因（以下「環境影響要因」という。）及び当該環境影響要因に

よって影響を受けるおそれがある環境の構成要素（以下「環境要素」という。）

を細区分することにより行うものとする。 

② 環境影響要因の細区分は、環境影響評価を行う時点における事業計画の内容

等に応じて、次に掲げる環境影響要因のそれぞれに関し、物質等を排出し、又

は既存の環境を損ない若しくは変化させる等の要因を整理するものとする。  

ア 対象事業に係る工事の実施（以下「工事の実施」という。） 

イ 対象事業に係る工事が完了した後の土地又は工作物の存在及び当該土地又

は工作物において行われることが予定される事業活動その他の人の活動であ

って対象事業の目的に含まれるもの（以下「土地又は工作物の存在及び供用」

という。） 

③ 環境要素の細区分は、【別表４】の左欄に掲げる環境要素に関し、法令等に

よる規制又は目標の有無及び環境に及ぼすおそれがある影響の重大性を考慮

し、客観的かつ科学的に検討して適切に定めるものとする。  

④ 計画段階配慮事項の選定に当たっては、必要に応じ専門家等の助言を受けて

行うものとし、当該助言を受けたときは、その内容及び当該専門家等の専門分

野を明らかにする。 

⑤ 選定した計画段階配慮事項（以下「選定事項」という。）については、その

一覧を明示するとともに、環境影響評価の項目として選定した理由を明らかに

し、また、選定しなかった項目についてもその理由を明らかにするものとする。 

⑥ 計画段階配慮事項の検討に係る調査、予測及び評価の手法を選定する過程に

おいて、計画段階配慮事項の選定に係る新たな事情が生じた場合には、必要に

応じ選定事項の見直しを行うものとする。  
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【別表４】環境影響要因と環境要素との関連表  

 
環境影響  

要因の区分  

工事の  

実施  

土地又は工作物  

の存在及び供用  

環境要素の区分  
細区分  

細区分  
        

①  大気環境  大気質           

音           

振動           

臭い           

局地風           

その他           

②  水環境  水質           

底質           

地下水           

その他           

③  土壌環境  土壌           

④  地形及び地質  地盤           

地下水           

河川           

海況           

その他           

⑤  動物・植物・

生態系  

動物           

植物           

生態系           

⑥  景観           

⑦  文化財           

⑧  人 と 自 然 の触 れ 合い の

活動の場  

 
        

⑨  廃棄物           

⑩  地球環境           

⑪  その他（日照阻害、電波

障害、その他）  

 
        

備考  

１ 環境影響要因及び環境要素の細区分の欄には、事業特性及び地域特性を考慮し、適

切かつ具体的な環境影響要因及び環境要素を記入すること。  

２ 環境影響要因の細区分の項に掲げる各要因により影響を受けるおそれがある環境

要素の欄に○印を付けること。  
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（６）調査、予測及び評価の手法の選定 

① 選定に当たっての基本的事項 

選定事項の検討に係る調査、予測及び評価の手法の選定に当たっては、環境要素の区

分ごとに、次に掲げる事項を踏まえること。 

ア 大気環境、水環境、土壌環境、地形及び地質 

【別表４】に掲げる環境要素のうち①から④までに係る選定事項については、汚染

物質の濃度その他の指標により測られる環境要素の汚染又は環境要素の状況の変化の

程度を調査し、これらが人の健康又は生活環境若しくは自然環境に及ぼす影響を把握

できること。 

イ 動物、植物 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑤の動物、植物に係る選定事項については、生

息種又は生育種及び植生の調査を通じて抽出される学術上又は自然保護上若しくは希

少性の観点から注目すべき種の分布状況、生息状況又は生育状況及び学術上又は自然

保護上若しくは希少性の観点から動物の集団繁殖地その他の注目すべき生息地の分布

状況並びに植物の注目すべき群落の分布状况について調査し、これらに対する環境影

響の程度を把握できること。 

ウ 生態系 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑤の生態系に係る選定事項については、イの調

査結果その他の調査結果により、概括的に把握される生態系の特性に応じて、上位性*、

典型性**及び特殊性***の視点から注目される動植物の種又は生物群集を複数抽出し、

これらの生息環境又は生育環境の状況を踏まえた上で、当該生息地又は生育地におけ

るこれらの生態及び他の動植物との関係並びにこれらに対する環境影響その他の生態

系への環境影響の程度を適切に把握できること。 

* 生態系の上位に位置する性質をいう。 

** 地域の生態系の特徴を典型的に表す性質をいう。 

*** 特殊な環境であることを示す指標となる性質をいう。 

エ 景観 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑥に係る選定事項については、眺望の状況及び

景観資源の分布状況を調査し、これらに対する影響の程度を把握できること。 

オ 文化財 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑦に係る選定事項については、歴史上の遺跡及
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び法令等に基づく指定を受けた有形の文化財の位置、規模、内容等を調査し、これら

に対する影響の程度を把握できること。 

カ 人と自然との触れ合いの活動の場 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑧に係る選定事項については、野外レクリエー

ションを通じた人と自然との触れ合いの活動及び日常的な人と自然との触れ合いの活

動が一般的に行われる施設又は場の状況を調査し、これらに対する環境影響の程度を

把握できること。 

キ 廃棄物、地球環境 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑨及び⑩に係る選定事項については、廃棄物及

び地球環境に影響を与える物質に関し、それらの発生量その他の環境への負荷の量及

び抑制の程度を把握できること。 

ク その他（日照阻害、電波障害、その他） 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑪その他に係る選定事項の日照阻害、電波障害

に関しては、地域の学校、病院、住居及び耕作地の分布状況を調査し、これらに対す

る影響の程度を把握できること。また、必要に応じて選定項目を追加した場合には、

影響の程度を把握するために適切な調査手法等を選定するよう努めること。 

② 調査、予測及び評価の手法の選定に当たっては、必要に応じ専門家等の助言を受けて

行うものとし、当該助言を受けたときは、その内容及び当該専門家等の専門分野を明ら

かにする。 

③ 調査、予測及び評価の手法の選定を行ったときは、選定した手法及び選定した理由を

明らかにできるように整理するものとする。 

④ 計画段階配慮を行う過程において手法の選定に係る新たな事情が生じた場合には、必

要に応じ選定した手法の見直しを行うものとする。 

 

（７）調査の手法 

① 調査の手法の選定に当たっては、環境要素に係る選定事項ごとに、次のアからオまで

に掲げる調査の手法に関する事項について、当該選定事項の特性、事業特性及び地域特

性を勘案して、適切に予測及び評価を行うために必要なものを選定するものとする。 

ア 調査すべき情報 

選定事項に係る環境要素の現状に関する情報、気象その他の自然的状況、人口その

他の社会的状況又は環境関係法令等に関する情報 

イ 調査の基本的な手法 
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国、県又は関係する市町村が有する文献その他の資料の入手、専門家からの科学的

知見の聴取、現地調査その他の方法により情報を収集し、その結果を整理し、及び解

析する手法 

ウ 調査の対象とする地域（以下「調査地域」という。） 

対象事業の実施により環境影響を受けるおそれがある地域又は土地の形状が変更さ

れる区域及びその周辺の区域その他の調査に適切な範囲であると認められる地域 

エ 調査に当たり一定の地点に関する情報を重点的に収集することとする場合における

当該地点（以下「調査地点」という。） 

調査すべき情報の内容及び特に環境影響を受けるおそれがある対象の状況を踏まえ、

調査地域を代表する地点その他の調査に適切かつ効果的であると認められる地点 

オ 調査に係る期間、時期又は時間帯（以下「調査期間等」という。） 

調査すべき情報の内容を踏まえ、調査に適切かつ効果的であると認められる期間、

時期又は時間帯 

② ①アの調査の基本的な手法のうち、情報の収集、整理又は解析について法令等により

定められた手法がある環境要素に係る選定項目に係るものについては、当該法令等によ

り定められた手法を踏まえ、適切な調査の手法を選定するものとする。 

③ ①オの調査に係る期間のうち、季節による変動を把握する必要がある調査の対象に係

るものについては、これを適切に把握できるよう調査に係る期間を設定するものとする。 

④ 調査の手法を選定するに当たっては、調査の実施に伴う環境への影響を回避し、又は

低減するため、できる限り環境への影響が小さい手法を選定するよう留意するものとす

る。 

⑤ 調査の手法を選定するに当たっては、情報が記載されていた文献名、当該情報を得る

ために行われた調査の前提条件、調査地域の設定の根拠、調査の日時等を明らかにする

とともに、その妥当性を明らかにできるようにするものとする。この場合において、希

少な動植物の生息又は生育に関する情報については、必要に応じ、公開に当たって種及

び場所を特定できないようにすることその他の希少な動植物の保護のために必要な配慮

を行うものとする。 

⑥ 長期間の観測結果が存在しており、かつ、現地調査を行う場合には、当該観測結果と

現地調査により得られた結果とを比較できるようにするものとする。 

 

（８）予測の手法 

① 予測の手法の選定に当たっては、環境要素に係る選定事項ごとに、次のアからエまで
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に掲げる予測の手法に関する事項について、当該選定事項の特性、事業特性及び地域特

性を勘案して、適切に評価を行うために必要なものを選定するものとする。 

ア 予測の基本的な手法 

環境の状況の変化又は環境への負荷の量を、理論に基づく計算、模型による実験、

事例の引用又は解析その他の手法により、定量的に把握する手法 

イ 予測の対象とする地域（以下「予測地域」という。） 

調査地域のうちから適切に選定された地域 

ウ 予測に当たり一定の地点に関する環境の状況の変化を重点的に把握する場合におけ

る当該地点（以下「予測地点」という。） 

選定項目の特性に応じて保全すべき対象の状況を踏まえ、予測地域を代表する地点、

特に環境影響を受けるおそれがある地点、保全すべき対象への環境影響を的確に把握

できる地点その他の予測に適切かつ効果的な地点 

エ 予測の対象とする時期、期間又は時間帯（以下「予測対象時期等」という。） 

工事の実施による環境影響が最大になる時期、供用開始後事業活動等が定常状態に

なる時期その他の予測に適切かつ効果的な時期、期間又は時間帯 

② ①アの予測の基本的な手法については、定量的な把握が困難な場合にあっては、定性

的に把握する手法を選定するものとする。 

③ ①エの予測の対象とする時期については、供用開始後事業活動等が定常状態に至るま

でに長期間を要する場合又は予測の前提条件が予測の対象となる期間内で大きく変化す

る場合にあっては、必要に応じ中間的な時期での予測を行うものとする。 

④ 予測の手法を選定するに当たっては、予測の手法の特徴及びその適用範囲、予測地域

の設定の根拠、予測の前提となる条件、予測で用いた原単位及び係数その他の予測に関

する事項について、選定項目の特性、事業特性及び地域特性に照らし、それぞれその内

容及び妥当性を明らかにできるようにするものとする。 

⑤ 予測の手法を選定するに当たっては、対象事業以外の事業活動その他の地域の環境を

変化させる要因によりもたらされる当該地域の将来の環境の状况（将来の環境の状況の

推定が困難な場合及び現在の環境の状況を勘案することがより適切な場合にあっては、

現在の環境の状況）を勘案して予測が行われるようにするものとする。この場合におい

て、将来の環境の状況は、本市又は国、県等が有する情報を収集して推定するとともに、

将来の環境の状況の推定に当たって、本市又は国、県等が実施する環境の保全に関する

施策の効果を見込むときは、当該施策の内容を明らかにできるように整理するものとす

る。 
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⑥ 予測の手法を選定するに当たっては、対象事業において新規の予測の手法を用いる場

合及びその他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されていない場合には、当該

不確実性の内容を明らかにするものとする。 

 

（９）評価の手法 

評価の手法を選定するに当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。 

① 調査及び予測の結果を踏まえ、対象事業の実施により当該選定事項に係る環境要素に

及ぶおそれがある影響が、実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減され、若

しくはその他の方法により環境の保全についての配慮が適正になされているかどうかを

評価する手法であること。 

② 本市または国、県、その他の地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策によっ

て、選定事項に係る環境要素に関して基準又は目標が示されている場合には、当該基準

又は目標と調査及び予測の結果との間に整合が測られているかどうかを評価する手法で

あること。 

③ 事業者以外の者が行う環境の保全のための措置の効果を見込む場合には、当該措置の

内容を明らかにできるようにすること。 
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２ 方法書段階 

（１）配慮書の反映 

① 配慮書段階から対象事業決定への経緯 

配慮書段階で検討した複数案から当該対象事業に係る位置等の決定に至る過程でどの

ように環境影響が回避され、又は低減されているかについての検討の経緯を明らかにす

ること。 

② 環境保全の見地からの意見及び市長意見の反映 

配慮書手続を実施した場合、配慮書に対する環境保全の見地からの意見及び市長意見

を踏まえ、方法書を作成するよう努めること。 

③ 方法書以降の手続に当たっては、計画段階配慮事項についての検討段階において収集

し、及び整理した情報並びにその結果を最大限活用すること。 

 

（２）事業特性及び地域特性の把握 

① 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法を選定するに当

たっては、当該選定を行うに必要と認める範囲内で、事業特性及び地域特性を把握する。 

② 事業特性に関しては、【別表５】に掲げる情報を把握する。 

③ 地域特性に関しては、配慮書段階で【別表４】を参考に把握した情報をもとに、必要

に応じて、市長等の意見を踏まえて情報を追加する。追加する情報の把握に当たっては、

第３の１（３）②に準じて行うものとする。 

 

【別表５】事業特性に関する情報 

項目 内容 

事業予定地 位置 

計画面積 全体面積、現況地目別面積、自然地改変面積  

計画人口 利用者数、従業員数等 

事業予定 工事着手予定年月日、供用開始予定年月日  

土地利用計画 施設用途別面積等 

造成計画等 伐採面積、切盛土面積・土量・施工計画、埋立面積、土

石搬入・残土処理計画等 

施設計画 建築物・工作物等の位置、規格等 

道路計画 工事用道路、アクセス道路の位置・構造、発生集中交通

量等 

給水計画 水源別取水量、用途別計画給水量等 

雨水排水計画 集水区域、計画排水量、排水施設の種類、放流河川等  

汚水排水計画 計画汚水量、排水施設の種類、処理方法、排水水質、排

水量、放流河川等 
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燃料等使用計画 使用燃料等の種類・使用量、燃料等の消費施設の種類・

規模等 

廃棄物処理計画 種類別計画処理量、処理方法、処理施設の種類等  

緑化計画 緑化方法、緑地面積、緑被率等 

防災計画 防災施設計画、施設の構造・規模、地域防災計画との関

係等 

文化財等保護計画  文化財等の保護方法等 

工事計画 工事方法、使用機材・資材、工事工程等 

 

（３）環境影響評価の項目の選定 

① 対象事業に係る環境影響評価の項目の選定は、【別表４】を用いて環境影響要因及び環

境要素を細区分することにより行うものとする。 

② 環境影響要因の細区分は、環境影響評価を行う時点における事業計画の内容等に応じ

て、次に掲げる環境影響要因のそれぞれに関し、物質等を排出し、又は既存の環境を損

ない若しくは変化させる等の要因を整理するものとする。 

ア 工事の実施 

イ 土地又は工作物の存在及び供用 

③ 環境要素の細区分は、【別表４】の左欄に掲げる環境要素に関し、法令等による規制又

は目標の有無及び環境に及ぼすおそれがある影響の重大性を考慮し、客観的かつ科学的

に検討して適切に定めるものとする。 

④ 環境影響評価の項目の選定に当たっては、必要に応じ専門家等の助言を受けて行うも

のとする。 

⑤ 選定した環境影響評価の項目（以下「選定項目」という。）については、その一覧を明

示するとともに、環境影響評価の項目として選定した理由を明らかにし、又選定しなか

った項目についてもその理由を明らかにするものとする。 

⑥ 環境影響評価の手法を選定し、又は環境影響評価を行う過程において環境影響評価の

項目の選定に係る新たな事情が生じた場合には、必要に応じ選定項目の見直しを行うも

のとする。 

 

（４）調査、予測及び評価の手法の選定 

① 選定に当たっての基本的事項 

対象事業に係る環境影響評価の調査、予測及び評価の手法の選定に当たっては、環境

要素の区分ごとに、次に掲げる事項を踏まえること。 

ア 大気環境、水環境、土壌環境、地形及び地質 
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【別表４】に掲げる環境要素のうち①から④までに係る選定項目については、汚染

物質の濃度その他の指標により測られる環境要素の汚染又は環境要素の状況の変化の

程度を調査し、これらが人の健康又は生活環境若しくは自然環境に及ぼす影響を把握

できること。 

イ 動物、植物 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑤の動物、植物に係る選定項目については、生

息種又は生育種及び植生の調査を通じて抽出される学術上又は自然保護上若しくは希

少性の観点から注目すべき種の分布状況、生息状況又は生育状況及び学術上又は自然

保護上若しくは希少性の観点から動物の集団繁殖地その他の注目すべき生息地の分布

状況並びに植物の注目すべき群落の分布状况について調査し、これらに対する環境影

響の程度を把握できること。 

ウ 生態系 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑤の生態系に係る選定項目については、イの調

査結果その他の調査結果により、概括的に把握される生態系の特性に応じて、上位性*、

典型性**及び特殊性***の視点から注目される動植物の種又は生物群集を複数抽出し、

これらの生息環境又は生育環境の状況を踏まえた上で、当該生息地又は生育地におけ

るこれらの生態及び他の動植物との関係並びにこれらに対する環境影響その他の生態

系への環境影響の程度を適切に把握できること。 

* 生態系の上位に位置する性質をいう。 

** 地域の生態系の特徴を典型的に表す性質をいう。 

*** 特殊な環境であることを示す指標となる性質をいう。 

エ 景観 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑥に係る選定項目については、眺望の状況及び

景観資源の分布状況を調査し、これらに対する影響の程度を把握できること。 

オ 文化財 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑦に係る選定項目については、歴史上の遺跡及

び法令等に基づく指定を受けた有形の文化財の位置、規模、内容等を調査し、これら

に対する影響の程度を把握できること。 

カ 人と自然との触れ合いの活動の場 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑧に係る選定項目については、野外レクリエー

ションを通じた人と自然との触れ合いの活動及び日常的な人と自然との触れ合いの活

動が一般的に行われる施設又は場の状況を調査し、これらに対する環境影響の程度を
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把握できること。 

キ 廃棄物、地球環境 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑨及び⑩に係る選定項目については、廃棄物及

び地球環境に影響を与える物質に関し、それらの発生量その他の環境への負荷の量及

び抑制の程度を把握できること。 

ク その他（日照阻害、電波障害、その他） 

【別表４】に掲げる環境要素のうち⑪その他に係る選定事項の日照阻害、電波障害

に関しては、地域の学校、病院、住居及び耕作地の分布状況を調査し、これらに対す

る影響の程度を把握できること。また、必要に応じて選定項目を追加した場合には、

影響の程度を把握するために適切な調査手法等を選定するよう努めること。 

② 調査、予測及び評価の手法の選定に当たっては、必要に応じ専門家その他の環境影響

に関する知見を有する者の助言を受けて行うものとする。 

③ 調査、予測及び評価の手法の選定を行ったときは、選定した手法及び選定した理由を

明らかにできるように整理するものとする。 

④ 環境影響評価を行う過程において手法の選定に係る新たな事情が生じた場合には、必

要に応じ選定した手法の見直しを行うものとする。 

 

（５）調査の手法 

① 対象事業に係る環境影響評価の調査の手法の選定に当たっては、環境要素に係る選定

項目ごとに、次のアからオまでに掲げる調査の手法に関する事項について、当該選定項

目の特性、事業特性及び地域特性を勘案して、適切に予測及び評価を行うために必要な

ものを選定するものとする。 

ア 調査すべき情報 

選定項目に係る環境要素の現状に関する情報、気象その他の自然的状況、人口その

他の社会的状況又は環境関係法令等に関する情報 

イ 調査の基本的な手法 

国、県又は関係する市町村が有する文献その他の資料の入手、専門家からの科学的

知見の聴取、現地調査その他の方法により情報を収集し、その結果を整理し、及び解

析する手法 

ウ 調査地域 

対象事業の実施により環境影響を受けるおそれがある地域又は土地の形状が変更さ

れる区域及びその周辺の区域その他の調査に適切な範囲であると認められる地域 
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エ 調査地点 

調査すべき情報の内容及び特に環境影響を受けるおそれがある対象の状況を踏まえ、

調査地域を代表する地点その他の調査に適切かつ効果的であると認められる地点 

オ 調査期間等 

調査すべき情報の内容を踏まえ、調査に適切かつ効果的であると認められる期間、

時期又は時間帯 

② ①アの調査の基本的な手法のうち、情報の収集、整理又は解析について法令等により

定められた手法がある環境要素に係る選定項目に係るものについては、当該法令等によ

り定められた手法を踏まえ、適切な調査の手法を選定するものとする。 

③ ①オの調査に係る期間のうち、季節による変動を把握する必要がある調査の対象に係

るものについては、これを適切に把握できるよう調査に係る期間を設定するものとする。 

④ 調査の手法を選定するに当たっては、調査の実施に伴う環境への影響を回避し、又は

低減するため、できる限り環境への影響が小さい手法を選定するよう留意するものとす

る。 

⑤ 調査の手法を選定するに当たっては、情報が記載されていた文献名、当該情報を得る

ために行われた調査の前提条件、調査地域の設定の根拠、調査の日時等を明らかにする

とともに、その妥当性を明らかにできるようにするものとする。この場合において、希

少な動植物の生息又は生育に関する情報については、必要に応じ、公開に当たって種及

び場所を特定できないようにすることその他の希少な動植物の保護のために必要な配慮

を行うものとする。 

⑥ 長期間の観測結果が存在しており、かつ、現地調査を行う場合には、当該観測結果と

現地調査により得られた結果とを比較できるようにするものとする。 

 

（６）予測の手法 

① 対象事業に係る環境影響評価の予測の手法の選定に当たっては、環境要素に係る選定

項目ごとに、次のアからエまでに掲げる予測の手法に関する事項について、当該選定項

目の特性、事業特性及び地域特性を勘案して、適切に評価を行うために必要なものを選

定するものとする。 

ア 予測の基本的な手法 

環境の状況の変化又は環境への負荷の量を、理論に基づく計算、模型による実験、

事例の引用又は解析その他の手法により、定量的に把握する手法 

イ 予測地域 
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調査地域のうちから適切に選定された地域 

ウ 予測地点 

選定項目の特性に応じて保全すべき対象の状況を踏まえ、予測地域を代表する地点、

特に環境影響を受けるおそれがある地点、保全すべき対象への環境影響を的確に把握

できる地点その他の予測に適切かつ効果的な地点 

エ 予測対象時期等 

工事の実施による環境影響が最大になる時期、供用開始後事業活動等が定常状態に

なる時期その他の予測に適切かつ効果的な時期、期間又は時間帯 

② ①アの予測の基本的な手法については、定量的な把握が困難な場合にあっては、定性

的に把握する手法を選定するものとする。 

③ ①エの予測の対象とする時期については、供用開始後事業活動等が定常状態に至るま

でに長期間を要する場合又は予測の前提条件が予測の対象となる期間内で大きく変化す

る場合にあっては、必要に応じ中間的な時期での予測を行うものとする。 

④ 予測の手法を選定するに当たっては、予測の手法の特徴及びその適用範囲、予測地域

の設定の根拠、予測の前提となる条件、予測で用いた原単位及び係数その他の予測に関

する事項について、選定項目の特性、事業特性及び地域特性に照らし、それぞれその内

容及び妥当性を明らかにできるようにするものとする。 

⑤ 予測の手法を選定するに当たっては、対象事業以外の事業活動その他の地域の環境を

変化させる要因によりもたらされる当該地域の将来の環境の状况（将来の環境の状況の

推定が困難な場合及び現在の環境の状況を勘案することがより適切な場合にあっては、

現在の環境の状況）を勘案して予測が行われるようにするものとする。この場合におい

て、将来の環境の状況は、本市又は国、県等が有する情報を収集して推定するとともに、

将来の環境の状況の推定に当たって、本市又は国、県等が実施する環境の保全に関する

施策の効果を見込むときは、当該施策の内容を明らかにできるように整理するものとす

る。 

⑥ 予測の手法を選定するに当たっては、対象事業において新規の予測の手法を用いる場

合及びその他の環境影響の予測に関する知見が十分に蓄積されていない場合には、当該

不確実性の内容を明らかにするものとする。 

⑦ 予測の手法を選定するに当たっては、個別に理論式又は適切と思われるモデルを用い

て環境影響を予想した場合には、その使用理由と予測結果の蓋然性を明らかにするもの

とする。 
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（７）評価の手法 

対象事業に係る環境影響評画の評価の手法を選定するに当たっては、次に掲げる事項に

留意するものとする。 

① 調査及び予測の結果並びに第３の３(5)による環境保全措置の検討を行った場合にお

いてはその結果を踏まえ、対象事業の実施により当該選定項目に係る環境要素に及ぶお

それがある影響が、実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減され、若しくは

その他の方法により環境の保全についての配慮が適正になされているかどうかを評価す

る手法であること。 

② 本市または国、県、その他の地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策によっ

て、選定項目に係る環境要素に関して基準又は目標が示されている場合には、当該基準

又は目標と調査及び予測の結果との間に整合が測られているかどうかを評価する手法で

あること。 

③ 事業者以外の者が行う環境の保全のための措置の効果を見込む場合には、当該措置の

内容を明らかにできるようにすること。 

 

（８）手法の重点化及び簡略化 

① 対象事業に係る環境影響評価の調査及び予測の手法の選定に当たっては、必要に応じ、

重点化手法又は簡略化手法を選定するものとする。 

② 重点化手法は、次に掲げる要件のいずれかに該当すると認められる場合に選定するも

のとする。 

ア 事業特性により、選定項目に関する環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあ

ること。 

イ 対象事業実施区域又はその周囲に、次に掲げる地域その他の対象が存在し、かつ、

事業特性が相当程度の環境影響を及ぼすおそれがあるものであること。 

(ｱ) 選定項目に関して環境影響を受けやすい地域その他の対象 

(ｲ) 選定項目に関して環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の

対象 

(ｳ) 選定項目に関する環境が既に著しく悪化し、又は著しく悪化するおそれがある地 

域 

③ 簡略化手法は、次に掲げる要件のいずれかに該当すると認められる場合に選定するも

のとする。 

ア 選定項目に関する環境影響の程度が小さいことが明らかであること。 
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イ 対象事業実施区域又はその周囲に、選定項目に関する環境影響を受ける地域その他

の対象が相当期間存在しないことが想定されること。 

ウ 類似の事例により当該選定項目に関する環境影響の程度が明らかであること。 

エ 選定項目に関する予測及び評価において必要とされる情報が、第２章に定められて

いる調査の手法より簡易な方法で収集できることが明らかであること。 

３ 調査実施計画書及び準備書段階 

（１）環境影響評価の項目及び調査、予測、評価の手法の再検討 

① 方法書に対する環境保全の見地からの意見及び市長意見を踏まえ、必要に応じ、環境

影響の項目及び調査、予測、評価の手法について再検討を行うこと。 

② 検討の結果、修正を行った場合にあっては、修正の内容を明らかにすること。 

 

（２）調査実施に当たっての留意事項 

① 調査により得られた情報が記載されていた文献名、行われた調査の前提条件、調査地

域、調査地点及び調査期間等の設定の根拠、調査の日時その他の当該情報の出自及びそ

の妥当性を明らかにすること。 

② 長期間の観測結果が存在する項目について現地調査を行う場合にあっては、当該観測

結果と現地調査により得られた結果とを比較すること。 

 

（３）予測実施に当たっての留意事項 

① 工事が完了した後の土地若しくは工作物の供用後定常状態に至るまでに長期間を要す

る場合、予測の前提条件が予測の対象となる期間内で大きく変化する場合又は工事が完

了する前の土地若しくは工作物について供用されることが予定されている場合には、必

要に応じ中間的な時期での予測を行うこと。 

② 予測の結果を示すに当たっては、予測の手法に係る予測地域等の設定の根拠、予測の

手法の特徴及びその適用範囲、予測の前提となる条件、予測で用いた原単位及び係数等

について、項目特性、対象事業の特性及び関係地域の概況に照らし、それぞれの内容及

び妥当性と併せて明らかにすること。 

③ 対象事業以外の要因によりもたらされる当該地域の将来の環境の状況（将来の環境の

状況の推定が困難な場合等においては、現在の環境の状況。）を明らかに出来るように整

理し、これを勘案して予測を行うこと。この場合において、当該地域の将来の環境の状

況は、本市その他の関係地方公共団体が有する情報を収集して推定すること。 

なお、将来の環境の状況の推定に当たって国又は本市その他の関係地方公共団体が実
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施する環境の保全に関する施策の効果を見込む場合には、当該施策の内容を明らかにす

ること。 

 

（４）評価実施に当たっての留意事項 

① 事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避され、又は低減されており、必要に

応じその他の方法により環境の保全についての配慮が適正に行われているかどうかを検

討すること。この場合においては、評価に係る根拠及び検討の経緯を明らかにすること。 

② 国又は本市その他の関係地方公共団体が実施する環境に関する施策によって、選定項

目に係る環境要素に関し基準又は目標が示されている場合には、これらとの整合が図ら

れているかどうかを検討すること。 

③ 事業者以外が行う環境保全措置等の効果を見込む場合には、当該措置等の内容を明ら

かにすること。 

④ 選定項目ごとの調査、予測及び評価結果に基づき、結果の一覧表を作成する等の整理

を行い、各選定項目の特性、対象事業の特性及び関係地域の概況を踏まえ、対象事業に

係る総合的な環境影響の評価を行うこと。 

 

（５）環境保全措置に関する事項 

① 環境保全措置の検討 

ア 対象事業に係る環境影響評価を行うに当たっては、環境影響がないと判断される場

合及び環境影響の程度が極めて小さいと判断される場合以外の場合にあっては、実行

可能な範囲内で選定項目に係る環境影響をできる限り回避し、又は低減すること、必

要に応じ損なわれる環境の有する価値を代償すること及び当該環境影響に係る環境要

素に関して国、県又は関係する市町村が実施する環境の保全に関する施策によって示

されている基準又は目標の達成に努めることを目的として環境保全措置を検討するも

のとする。 

イ 環境保全措置の検討に当たっては、環境影響を回避し、又は低減させる措置を検討

し、その結果を踏まえて、必要に応じ、損なわれる環境の有する価値を代償するため

の措置（以下「代償措置」という。）を検討するものとする。 

② 検討結果の検証 

環境保全措置の検討を行ったときは、環境保全措置についての複数の案の比較検討、

実行可能なより良い技術が取り入れられているかどうかの検討その他の適切な検討を通

じて、実行可能な範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限り回避され、又は低減さ
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れているかどうかを検証するものとする。 

③ 検討結果の整理 

環境保全措置の検討に当たっては、次に掲げる事項を明らかにできるよう整理するも

のとする。 

ア 環境保全措置の内容、実施主体その他の環境保全措置の実施の方法 

イ 環境保全措置の効果及び当該環境保全措置を講じた後の環境の状況の変化並びに 

必要に応じ当該環境保全措置の効果の不確実性の程度 

ウ 環境保全措置の実施に伴い生ずるおそれがある環境への影響 

エ 代償措置にあっては、環境影響を回避し、又は低減させることが困難である理由 

オ 代償措置にあっては、損なわれる環境及び環境保全措置により創出される環境に関

し、それぞれの位置並びに損なわれ又は創出される当該環境に係る環境要素の種類及

び内容 

④ 配慮項目に係る措置の検討 

配慮項目に係る措置の検討に当たっては、当該配慮項目に係る地域環境への負荷の質

及び量の抑制を図るものとする。 

 

（６）事後調査の項目及び手法の選定に関する事項 

① 事後調査の検討 

予測を行った選定項目については、予測の妥当性を検証するため、対象事業に係る工

事等の実施中及び土地又は工作物の供用開始後において環境の状況を把握する事後調査

を行うものとする。 

ただし、予測の結果、環境影響の程度が小さいことが明らかな項目については、事後

調査を行わないことができる。 

② 事後調査の手法の選定に当たっての留意事項 

ア 事後調査を行う項目の特性、事業特性及び地域特性に応じ適切な手法を選定すると

ともに、事後調査の結果と環境影響評価の結果との比較検討が可能となるようにする

こと。 

イ 事後調査の実施に伴う環境への影響を回避し、又は低減するため、できる限り環境

への影響が小さい手法を選定すること。 
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４ 評価書段階 

（１）準備書に対する市長等の意見に配意し、必要に応じて、準備書の記載事項に

ついて再検討を行うこと。  

（２）検討の結果、修正を行った場合には、準備書との相違を明らかにすること。

また、環境影響評価の項目、調査等の手法、環境保全措置及び事後調査につい

て追加又は修正を行う場合には、前述の方法書又は準備書の例により、項目の

選定等を行うこと。  

 

 

５ 事後調査計画書及び事後調査報告書段階 

（１）事後調査実施の留意事項 

① 行われた調査の前提条件、調査地域、調査地点及び調査期間等の設定の根拠、調査の

日時その他の当該情報の出自及びその妥当性を明らかにすること。 

② 長期間の観測結果が存在する項目について現地調査を行う場合にあっては、当該観測

結果と現地調査により得られた結果とを比較できるよう整理すること。 

（２）事後調査結果後の環境保全措置の検討 

事後調査の結果を踏まえ、評価書に記載された措置のうち、事後調査の結果に応じ講じ

るとしていた措置について検討するとともに、代償措置を講じる場合にあっては、その効

果の不確実性の程度及び知見の充実の程度を踏まえ、必要に応じ当該代償措置の結果に応

じた環境保全措置について検討すること。 

また、検討結果の検証及び整理を、前述の環境保全措置の例により行うこと。 

（３）事後調査報告書の作成･提出時期 

① 事後調査計画書に基づき調査を実施した後、その調査結果について整理、検討等を行

い事後調査報告書を作成し、工事完了後に速やかに提出すること。 

② 工事期間が長期に及ぶ場合や、供用開始後定常状態に至るまでに長期間を要する場合

には、事後調査計画書に定めた時期、期間に基づき、適宜、事後調査の結果をとりまと

めた書類を提出すること。 
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１）大気汚染 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

大
気
汚
染 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

大気質の

状況 

環境項目 

大気汚染に係る環境基準に規定する項目、大気汚染防止法(昭和 43 年、法

律第 97 号)に規定するばい煙、揮発性有機化合物、粉じん、有害大気汚染

物質、自動車排出ガス及びその他必要な物質 

規制項目 

有害項目 

指定項目 

その他の項目 

気象の状況 風向、風速、気温、湿度、日射量、放射収支量、雨量、その他必要な項目 

大気汚染の発生源の状況  

調査地域 対象事業の実施により大気質に影響を及ぼすと予想される地域 

調査方法 

大気汚染常時監視測定局、気象台、測候所等における１年間以上の測定資料、文献等の整理及び解析又は

現地調査による。大気質及び気象の状況について現地調査を行う場合は、次に掲げる方法による。 

大気質の

状況 

調査地点 
調査地点は、対象事業の内容、地形、土地利用、住宅の密集度等を勘案し、

調査地域の範囲内において大気質の変化を的確に把握できる地点とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間以上にわたる大気質の状況を把握することとし、調査地

域における年間を通じた大気質の状況を適切に把握できる期間とする。調

査時期は、年間を通した変動等を考慮して設定する。 

測定方法 

大気汚染に係る環境基準に規定する測定方法、大気汚染防止法施行規則（昭

和 46年、厚生省・通商産業省令第１号）に規定する方法、日本工業規格に

規定する方法又はその他適切な方法とする。 

気象の状況 

調査地域における大気質の濃度を適切に予測するための気象の状況を把握

できる調査地点並びに期間及び時期とし、測定方法は、「地上気象観測指

針」(平成 14年、気象庁)、「高層気象観測指針」(平成 7年、気象庁)に規

定する方法又はその他適切な方法とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の実施により変化する大気補選物質の濃度又は飛散、降下する量

の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、大気質に及ぼす影響を的確に把握で

きる時期等とする。 

予測方法 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論計算式による方法 

a プルームモデル、b パフモデル、c JEAモデル、d METI-LISモデル 

イ 模型実験による方法 

ウ 野外拡散実験による方法 

エ 類似の事例を参考にする方法 

オ その他の適切な方法 

定量的な予測時の留意 
定量的な予測は、年平均値で行うこととし、必要に応じ短期予測について

も併せて行う。 

定性的な予測時の留意 

定性的な予測は、対象事業の実施により排出される負荷量等を把握し、他

の発生源から排出される負荷量等との比較検討、既存事例との対比等によ

り行う。 

将来バックグランド濃度の

把握 

将来のバックグランド濃度の把握については、既存の資料等を用いて把握

することとし、それが不可能な場合は現況の環境濃度を用いることとする。 

その他留意事項 

予測に当たっては、対象事業の計画の内容をもとに、汚染物質排出量、稼

働条件、煙源状況、交通量等予測の前提となる条件についてあらかじめ整

理しておく。また、排出源周囲の地物の状況を確認し、高層の建築物に関

しては現状調査、影響調査を十分に行うよう留意すること。 
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２）騒音及び低周波音 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

騒
音
及
び
低
周
波 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

騒音及び低周波音の状況 
環境騒音及び工場、事業場、道路、鉄道、航空機等の特定騒音の騒音レベ

ルの状況及び低周波音の音圧レベルの状況 

騒音及び低周波音の発生源

の状況 

工場、事業場、道路、鉄道、飛行場等の主要な騒音及び低周波音の発生源

の分布状況及び発生状況 

調査地域 
対象事業の実施による騒音及び低周波音が環境に影響を及ぼすと予想され

る地域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。騒音及び低周波音の状況について現地調査を行う

場合は、以下に掲げる方法による。 

調査地域及び地点 

調査地域は、対象事業の実施により騒音レベル及び低周波音の音圧レベル

が一定程度以上変化するおそれのある範囲を含む地域とし、地形、既存の

発生源、住宅の密集度等を勘案し、騒音及び低周波音の状況を適切に把握

できる地点とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間程度の騒音及び低周波音の現状を把握することとし、調

査地域における騒音及び低周波音の状況を適切に把握できる期間及び時期

とする。調査時間帯の設定に当たっては、発生源の特性、交通量の変動、

季節、時間の区分等に配慮し、地域特性及び対象事業により騒音及び低周

波音が発生する時間帯等を考慮して設定する。 

測定方法 

騒音の測定方

法 

騒音の測定方法 

・「騒音に係る環境基準について」(平成10年、環境庁告示第64号) 

・「騒音に係る環境基準の評価マニュアル 基本評価編・地域評価編（道

路に面する地域）・地域評価編（一般地域）」（平成11年、環境庁） 

・日本工業規格 Z8731 

・「特定工場等において発生する騒音の規制に関する基準」(昭和43年、厚

生省、農林省、通商産業省、運輸省告示第1号) 

・「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準について」(昭

和43年、厚生省、建設省告示第1号) 

・「航空機騒音に係る環境基準について」(昭和48年、環境庁告示第154号) 

・「新幹線鉄道騒音に係る環境基準について(昭和50年、環境庁告示第46号)」 

・「在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針について(平

成7年、環大第174号)」  ・その他適切な方法とする。 

低周波音の測

定方法 

「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成 12年、環境庁）に定め

る方法又はその他適切な方法 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の実施により発生する騒音レベル及び低周波音の音圧レベル並び

にそれぞれの伝搬の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、対象事業に係る騒音及び低周波音の

状況を的確に把握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 伝搬理論式による方法、 イ 経験的回帰式による方法 

ウ 模型実験による方法、  エ 類似の事例を参考にする方法 

オ その他適切な方法 

その他留意事項 

ア 予測に当たっては、対象事業の計画の内容をもとに、騒音及び低周波

音の発生源の種類・構造・分布、パワーレベル、交通量、車種構成等予

測の前提となる条件についてあらかじめ整理しておく。 

イ 予測対象とする時間帯は、環境基準の時間区分に配慮して設定する。 
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３）振動 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

振
動 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

振動の状況 環境振動及び工場、事業場、道路、鉄道等の特定振動の振動レベルの状況 

振動の発生源の状況  

調査地域 
対象事業の実施による振動が環境に影響を及ぼすと予想される地域とす

る。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。振動の状況について現地調査を行う場合は、以下

に掲げる方法による。 

調査地点 調査地域における振動の状況を適切に把握できる地点とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間程度の振動の現状を把握することとし、調査地域におけ

る振動の状況を適切に把握できる期間及び時期とする。調査時間帯の設定

に当たっては、昼間及び夜間の区分等を配慮し、地域特性及び対象事業に

より振動が発生する時間帯等を考慮して設定する。 

測定方法 

振動の測定方法 

・日本工業規格 ZA8735 

・「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」(昭和 51 年、

環境庁告示第 90号) 

・「振動規制法施行規則」(昭和 51年、総理府令第 58号)別表第 1備考 

・「振動規制法施行規則」(昭和 51年、総理府令第 58号)別表第 2備考 

・「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動対策について」(昭和 51 年、

環境庁長官勧告) 

・その他適切な方法" 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により発生する振動レベル並びに伝搬の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、対象事業に係る振動の状況を的確に

把握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 伝搬理論式による方法 

イ 経験的回帰式による方法 

ウ 模型実験による方法 

エ 類似の事例を参考にする方法 

オ その他適切な方法 

その他留意事項 

ア 予測に当たっては、対象事業の計画の内容をもとに、振動発生源の種

類・構造・分布、交通量、車種構成等予測の前提となる条件についてあ

らかじめ整理しておく。 

イ 予測対象とする時間帯は、規制基準の区分に配慮して設定する。 

ウ 予測方法の選定に当たっては、その特徴、適用条件に留意する。 
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４）悪臭 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

悪
臭 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

悪臭の状

況 

悪臭物質の濃

度 

悪臭防止法(昭和 46年法律第 91号)第 2条第 1項に規定する特定悪臭物質

の濃度 

臭気指数 悪臭防止法第 2条第 2項に規定する臭気指数 

臭気強度  

その他の悪臭

物質の濃度 
 

気象の状況 風向、風速、気温、湿度、日射量、放射収支量、雨量、その他必要な項目 

悪臭の発生源の状況  

調査地域 
対象事業の実施による悪臭が環境に影響を及ぼすと予想される地域とす

る。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。悪臭及び気象の状況について現地調査を行う場合

は、以下に掲げる方法による。 

悪臭の状

況 

調査地点 
対象事業の内容、気象の状況、地形等を勘案し、調査地域の範囲内におい

て悪臭物質の濃度等の状況を的確に把握できる地点とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間程度の悪臭の現状を把握することとし、調査地域におけ

る年間を通じた悪臭の状況を適切に把握できる期間とする。調査時期及び

時間帯は、調査地域内の発生源の特性、季節、気象の変動及び対象事業に

より悪臭が発生する時間帯等を考慮して設定する。 

測定方法 

「特定悪臭物質の測定の方法(昭和 47年、環境庁告示第 9号)」、「臭気指

数及び臭気排出強度の算定の方法(平成 7年、環境庁告示第 63号)」に規定

する方法又はその他適切な方法とする。 

気象の状況 

悪臭を適切に予測し、及び評価するための気象の状況を適切に把握できる

調査地点、調査期間等とし、測定方法は、「地上気象観測指針」に定める

方法又はその他適切な方法による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により変化する特定悪臭物質の濃度等とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、対象事業に係る悪臭の状況を的確に

把握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論計算式による方法 

イ 類似の事例を参考にする方法 

ウ その他適切な方法" 
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５）局地風 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

局
地
風 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

気象の状況 風向、風速、気温、湿度、日射量、放射収支量、雨量、その他必要な項目 

地形及び工作物の状況 局地風の発生に影響を及ばす地形及び工作物の位置、規模等 

調査地域 対象事業の実施により局地風の発生が予想される地域とする。 

調査方法 調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により発生する局地的な強風現象の状況とする。 

予測地域及び予測地点 調査地域に準じる地域及び局地風の発生を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 原則として、対象事業に係る工作物の建設が完了した時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論的解析による方法 

イ 模型による風洞実験による方法 

ウ 類似の事例を参考する方法 

エ その他適切な方法 
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６）水質汚濁 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

水
質
汚
濁 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

水質の状

況 

生活環境項目 
水質汚濁に係る環境基準の「生活環境の保全に関する環境基準」に規定す

る項目 

健康項目 
水質汚濁に係る環境基準の「人の健康の保護に関する環境基準」に規定す

る項目 

規制項目 
水質汚濁防止法(昭和 45年法律第 138号)第 3条に規定する排水基準が定め

られている項目 

要監視項目 
「水質汚濁に係る環境基準についての一部を改正する件の施行等につい

て」(平成 5年、環水管第 21号)に規定する要監視項目 

農薬項目 

「公共用水域等における農薬の水質評価指針について」(平成 6年、環水土

第 86 号)及び「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫

定指導指針について」(平成 2年、環水土第 77号) 

指標項目 
水温、外観、透明度又は透視度、塩素イオン、濁度、電気伝導率、有機態

炭素、陰イオン界面活性剤、クロロフィル a、その他必要な項目 

降水量及び降水の分布状況  

河川等の状況  

利水等の状況  

水質汚濁の発生源の状況  

調査地域 対象事業の実施により水質汚濁が生じると予想される地域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。水質の状況について現地調査を行う場合は、以下

に掲げる方法による。 

調査地点 
対象事業の内容、水域の特性等を勘案し、調査地域における水質の状況を

適切に把握できる地点とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間以上にわたる水質の状況を把握することとし、調査地域

における年間を通じた水質の状況を適切に把握できる期間とする。調査時

期及び時間帯は、季節変動や利水状況等を考慮して設定する。 

測定方法 

・「水質汚濁に係る環境基準について」(昭和46年、環境庁告示第59号) 

・「排水基準を定める総理府令の規定に基づく環境庁長官が定める排水基

準に係る検定方法」(昭和49年、環境庁告示第64号) 

・「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監

視項目の測定方法について」(平成5年、環水規第121号) 

・「公共用水域等における農薬の水質評価指針について」(平成6年、環水

土第86号) 

・「ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の防止に係る暫定指導指針

について」(平成2年、環水土第77号) 

・日本工業規格 K0102  ・その他適切な方法 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により変化する水質の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、水質に及ぼす影響を的確に把握でき

る時期等とする。 

予測方法 

定量的な予測方法 

定量的な予測は、排水量、排出水質及び排水先の水域の特性等を配慮して、

次の予測方法又はこれらと同等以上の信頼性を有する方法の中から適切な

ものを選択して行う 

ア 数理モデルを用いた予測式による方法 

イ 水理・数値模型実験による方法 

ウ 類似事例を参考にする方法  エ その他適切な方法 

定性的な予測方法 

定性的な予測は、対象事業の実施により排出される負荷量等を把握し、他

の発生源から排出される負荷量等との比較検討、既存事例との対比等によ

り行う。 

その他留意事項 
予測に当たっては、対象事業の計画の内容をもとに、負荷量、排出条件等

の予測の前提条件となる条件についてあらかじめ整理しておく。 



44 

７）底質汚染 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

底
質
汚
染 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

水質の底質の状況 
「底質調査方法」（平成 24年、環境省）に規定する項目 

その他必要な物質 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

河川等の状況  

底質汚染の発生源の状況  

調査地域 対象事業の実施により底質汚染が生じると予想される地域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。水底の底質の状況について現地調査を行う場合は、

以下に掲げる方法による。 

調査地点 調査地域における底質の状況を適切に把握できる地点とする。 

調査期間等 底質の状況を適切かつ効果的に把握できる期間及び時期とする。 

測定方法 
「底質調査方法」(平成 24年、環境省)に規定する方法又はその他適切な方

法とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により変化する汚濁物質の濃度等の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、底質に及ぼす影響を的確に把握でき

る時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 数理モデルを用いた予測式による方法 

イ 水理・数値模型実験による方法 

ウ 類似の事例を参考にする方法 

エ その他適切な方法 

その他留意事項 生物の生息に及ぼす影響についても考慮するものとする。 
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８）地下水汚染 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

地
下
水
汚
染 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地下水の

状況 

地下水質に係る

環境基準項目 

「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」(平成 9年、環境庁告示第 10

号)に規定する項目 

水道水水質基準

項目 
「水質基準に関する省令」(平成 4年、厚生省令第 69号)に規定する項目 

地下水に係る指

標項目 

水温、外観、透視度、塩素イオン、炭酸水素イオン、イオン構成、電気伝

導率、その他必要な項目 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

利水等の状況  

地下水汚染の発生源の状況  

調査地域 対象事業の実施により地下水汚染が生じると予想される地域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。地下水の状況について現地調査を行う場合は、以

下に掲げる方法による。 

調査地点 調査地域における地下水の水質の状況を適切に把握できる地点とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間以上にわたる地下水の水質の状況を把握することとし、

調査地域における年間を通じた地下水の水質の状況を適切に把握できる期

間とする。調査時期は、季節変動等を考慮して設定する。 

測定方法 

「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」(平成 9年、環境庁告示第 10

号)、「水質基準に関する省令」(平成 4 年、厚生省令第 69 号)、「水質汚

濁防止法施行規則第 6 条の 2 の規定に基づく環境庁長官が定める検定方法

(平成元年、環境庁告示第 39号)」に定める方法、日本工業規格 K0102又は

その他適切な方法とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施による地下水汚染の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、地下水に及ぼす影響を的確に把握で

きる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 数理モデルを用いた予測式による方法 

イ 水理・数値模型実験による方法 

ウ 類似の事例を参考にする方法 

エ その他適切な方法 

 

  



46 

９）土壌汚染 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

土
壌
汚
染 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

土壌汚染の状況 

土壌汚染に係る環境基準に規定する項目、「土壌汚染対策法施行令」(平成

14年、政令第 336号)に規定する項目、「農用地の土壌の汚染防止等に関す

る法律施行令」(昭和 46 年、政令第 204 号)に規定する｢項目又は その他

の必要な項目 

過去及び現在の土地利用の

状況 
 

土壌汚染の発生源の状況  

調査地域 対象事業の実施により土壌汚染が生じることが懸念される地域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。過去の土地利用の状況により土壌汚染の状況につ

いて現地調査を行う場合は、原則として１回とし、以下に掲げる方法による。 

調査地点 
対象事業の内容、地域の特性等を勘案し、調査地域の範囲内において土壌

中の汚染物質の濃度及びその分布を的確に把握できる地点とする。 

測定方法 

「土壌汚染に係る環境基準について」(平成 3年、環境庁告示第 46号)、「土

壌汚染対策法施行規則」(平成 14 年、環境省令第 29 号)、に規定する方法

又はその他適切な方法とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施による土壌汚染の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、土壌汚染による環境影響を的確に把

握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 土壌の改変の程度を把握し予測する方法 

イ 類似の事例を参考にする方法 

ウ その他適切な方法 

その他留意事項 
予測に当たっては、土地の改変に伴う土壌の移動及び拡散についても考慮

する。 
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10）土地の安定性 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

土
地
の
安
定
性 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地形及び地質の状況 

ア 地形特性、地層の走向・傾斜、斜面形状、地すべり発生の危険箇所、

大規模な断層・活断層及び過去に斜面の崩壊があった箇所等の状況 

イ 地質の種類及び分布並びに軟弱層、割れ目、節理等の状況 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

地下水及び湧水の状況  

植物の生育状況  

調査地域 
対象事業の実施によって形成される傾斜地及び盛土の崩壊が懸念される地

域とする。 

調査方法 調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の実施により変化する地盤強度及び傾斜地・盛土の安定性の状況

とする。 

予測地域及び予測地点 
予測地域は調査地域に準ずる地域とし、予測地点は地域を代表する地点と

する。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び工事完了後で、地盤強度及び傾斜地・盛土の安定性

に及ぼす影響を的確に把握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 斜面の安定計算の理論式による方法又はその他理論的な解析による方

法  

イ 類似の事例を参考にする方法 

ウ その他適切な方法 
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11）地盤沈下 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

地
盤
沈
下 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地盤沈下の状況 地盤沈下の地域、沈下量等 

地形及び地質の状況 

ア 地質、帯水層・不透水層の分布、地表の被覆・雨水浸透の状況、軟弱

地盤の分布状況、地層の透水性・圧密状況の特性等 

イ 地形の状況及び形成過程 

地下水、湧水及び河川の状況 

ア 地下水の賦存形態、水位、流動、揚水等の状況 

イ 湧水の分布、規模等の状況 

ウ 河川の位置等の状況 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

調査地域 
対象事業の実施により地盤沈下が生じるおそれがあると予想される地域と

する。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。地盤沈下等の状況について現地調査を行う場合は、

以下に掲げる方法による。 

調査地点 
対象事業の内容、地域の特性等を勘案して調査地域の範囲内において地盤

沈下等の状況を的確に把握できる地点とする。 

調査期間等 調査地域における地盤沈下の状況を適切に把握できる期間等とする。 

測定方法 

ア 地盤沈下の状況についての調査は、原則として水準測量又は沈下計を

用いる方法とする。 

イ 地下水位についての調査は、原則として地下水位計を用いる方法とす

る。 

ウ 軟弱地層の分布状況についての調査は、ボーリング、物理探査等の方

法とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により発生する地盤沈下の地域及び沈下量とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、地盤沈下が生じることが懸念される地域及び地盤沈下の

状況を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、対象事業による地盤沈下の状況を的

確に把握できる時期とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 数理モデルによるシミュレーション 

イ ダルシーの法則による安全揚水量計算 

ウ 水位変動と揚水量から許容揚水量を求める方法 

エ 地形、地質の類似性に着目した地盤沈下発生の程度の推定(パターン分

析) 

オ 類似の事例を参考にする方法 

カ その他適切な方法 

その他留意事項 
予測に当たっては、対象事業の計画の内容をもとに、地下水の採取量等予

測の前提となる条件についてあらかじめ整理しておく。 
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12）地下水の変化 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

地
下
水
の
変
化 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地形及び地質の状況 

ア 地層の走向・傾斜、斜面形状等の状況 

イ 表層地質、地表の被覆及び地質構造の状況並びに透水係数等の地下水

の流動に係る定数等の状況 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

地下水、湧水及び河川の状況 

ア 地下水の賦存形態、水位、流動、揚水等の状況 

イ 湧水の分布、規模等の状況 

ウ 河川の位置等の状況 

調査地域 
対象事業の実施により地下水の水位及び湧水量が変化すると想定される地

域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。地下水の状況について現地調査を行う場合は、以

下に掲げる方法による。 

調査地点 原則として、調査地域の中から適切な地点を選定する。 

調査期間等 少なくとも 1年間にわたる地下水の状況を適切に把握し得る期間とする。 

測定方法 地下水位計を用いる方法等とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により変化する地下水の水位又は湧水量の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、地下水又は湧水に及ぼす影響を的確

に把握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論的解析による方法 

イ 類似の事例を参考にする方法 

ウ その他適切な方法 
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13）河川の変化 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

河
川
の
変
化 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地形及び地質の状況 

ア 地形の特性、斜面形状、地質構造、集水域等の状況 

イ 雨水の流出に影響を及ぼす軟弱地盤等の分布、表層地質及び地表の被

覆の状況並びに流出係数、透水係数等の雨水の流出及び浸透に係る定数

等 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

河川及び水路の状況 

流量等が大きく変化すると想定される河川、都市下水路及び水路(以下「河

川等」という。)の位置、規模、流量、流域、断面構造、勾配、伏流水、現

況流下能力、河川計画、河川型（特に Bb型，Bc型の場合には河川湾曲部の

淵の規模（淵のおよその面積や最深部の深さなど））、河口域では満潮、

干潮時の塩分勾配等 

植物の生育状況 周辺の植物相や樹木等によって遮光される水域面積及び遮光部の生物相 

利水等の状況（将来の水利

用） 
 

水族の生物相と現存量 魚類、水棲昆虫などの生物相と現存量 

調査地域 対象事業の実施により河川等の流量が変化すると想定される地域とする。 

調査方法 調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により変化する河川等の流量の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、河川等の流量が変化することが予想される地域及び環境

影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、河川等の流量に及ぼす影響を的確に

把握できる時期等とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論的解析による方法 

イ 類似の事例を参考にする方法 

ウ その他適切な方法 

 

  



51 

14）海況の変化 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

海
況
の
変
化 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地形の状況 海岸及び海底の地形・底質・地質の状況 

気象の状況 風向、風速、気温、湿度、日射量、放射収支量、雨量、その他必要な項目 

水質の状況 水温、塩分の状況 

流出入量の状況 河川から海域への流出量及び湾内外の流出入量の状況 

利用等の状況  

流況 波浪、潮汐、潮流・海流等の状況 

生物相の状況 
遊泳生成物の来遊状況を大まかにつかむことと、底生生物や付着及び固着

生物の生息状況 

調査地域 対象事業の実施により海域の流況が変化すると想定される地域とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。水質及び流況について現地調査を行う場合は、以

下に掲げる方法による。 

水質の状

況 

調査地点 
流況の変化の予測を行うために必要な水質の状況を適切に把握し得る地点

とする。 

調査期間等 原則として、年間の季節変動等を把握できる期間とする。 

測定方法 
「水質調査法」(昭和 46 年、環水管第 30 号)、「海洋観測指針」(昭和 45

年、気象庁)に規定する方法又はその他適切な方法とする。 

流況 

調査地点 流況を適切に把握し得る地点とする。 

調査期間等 年間の季節変動等を把握できる期間とする。 

測定方法 「海洋観測指針」に定める方法又はその他適切な方法とする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の工事により変化する海域の流況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、海域の流況が変化すると予想される地域及び環境影響を

的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 原則として、対象事業の工事が完了した時点とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 数理モデルによる方法 

イ 模型実験による方法 

ウ 類似の事例を参考にする方法 

エ その他適切な方法 
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15）土壌、土砂の流出・堆積、16）貴重な地形及び地質 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

土
壌
、
土
砂
の
流
出
・
堆
積 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地形及び地質の状況 

ア 地形の特性、斜面形状、地層構造、集水域等の状況 

イ 雨水の流出に影響を及ぼす軟弱地盤・地層・盛土等の分布、表層地質

及び地表の被覆の状況並びに流出係数、透水係数等の雨水の流出及び浸

透に係る定数等 

降水量及び降水の分布の状

況 
 

河川及び水路の状況  

植物の生育状況  

調査地域 対象事業の実施により土壌等の流出及び堆積が懸念される地域とする。 

調査方法 調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により変化する土壌等の流出及び堆積の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、土壌等の流出及び堆積が生じると予想される地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、土壌等の流出及び堆積の状況を的確

に把握できる時期とする。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論的解析による方法 

イ 模型実験による方法 

ウ 類似の事例を参考にする方法 

エ その他適切な方法 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

貴
重
な
地
形
及
び
地
質 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

地形及び地質の状況 対象事業実施区域等の地形の特性及び表層地質の状況 

学術上貴重な地形・地質の状

況 

対象事業実施区域等に存在する天然記念物、学術上貴重な地形・地質、鉱

物及び化石の分布状況 

調査地域 
対象事業の実施により学術上貴重な地形・地質が影響を受けると予想され

る地域とする。 

調査方法 調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の実施により学術上貴重な地形・地質が受ける影響の内容及び程

度とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中、工事完了後及び供用開始後で、学術上貴重な地形・地

質に及ぼす影響を的確に把握できる時期とする。 

予測方法 類似の事例を参考にする方法等とする。 
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17）動物 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

動
物 

調
査
の
手
法 

調査項目 

脊椎動物、昆虫類その他主な

動物の生息種、主要種の生息

状況及び生息環境特性(採餌

場所、繁殖場所、休息場所、

移動経路等) 

 

学術上又は自然保護上若し

くは希少性の観点から注目

すべき種(亜種を含む。)及び

群集の分布、生息の状況及び

生息環境の状況  

 

調査地域 
対象事業の実施により動物の生息域及び行動圏に影響を及ぼすおそれがあ

ると認められる区域とする。 

調査方法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析の方法による。現地調査

を行う場合は、次に掲げる方法による。 

調査地点 
調査地域における動物の生息状況及び生息環境を適切かつ効果的に把握で

きる地点又は経路とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間とし、動物の活動時期を考慮して調査地域における年間

を通じた動物の生息状況を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時

間帯とする。調査時期及び時間帯は、生活史の特性及び行動時間帯を考慮

して設定する。 

測定方法 

動物相及び群

集 
生息種の確認及び群集の存在環境の把握等 

注目すべき動

物の生息状況 

分布範囲、生息環境(その地域及び位置を含む。)の状況、繁殖状況、生活

史、他の動植物との関係等を確認する方法とする。 

その他留意事項 

文献その他の資料に記載された生息種が当該地域に不在と判断又は推定す

る場合には、十分な現地調査及び専門家からの意見聴取等により不在とす

る根拠を明らかにするものとする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 
ア 注目すべき種等の生息環境の改変の程度及び内容 

イ 注目すべき種等の生息状況への影響 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中、工事完了後及び供用開始後で、動物の生息の特性を踏

まえて環境影響を的確に把握できる時期等とする。 

予測方法 

対象事業の計画をもとに、生息環境の消滅の有無及び改変の程度を把握す

ることにより行う。 

なお、間接的影響については、類似の事例、専門家の意見等を参考に行う。 

その他留意事項 

生息状況への影響については、生息する動物の種構成の変化、生息域及び

生息密度の変化並びにこれらの変化に伴う間接的な影響について留意す

る。また、地域と係わりのある動物への影響の程度についても留意する。 
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18）植物 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

植
物 

調
査
の
手
法 

調査項目 

種子植物及びシダ植物その

他主な植物に係る植物相

(種、群落)及び植生の状況 

 

学術上又は自然保護上若し

くは希少性の観点から注目

すべき個体、種、群落及び植

生の分布、生育の状況及び生

育環境の状況 

 

調査地域 
対象事業の実施により植物の生育域に影響を及ぼすおそれがあると認めら

れる区域とする。 

調査方法 

文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析の方法による。現地調査

を行う場合は、次に掲げる方法による。 

調査地点 
調査地域における植物の状況を適切かつ効果的に把握できる地点又は経路

とする。 

調査期間等 

原則として 1 年間とし、植物の生育期等を考慮して調査地域における年間

を通じた植物の状況を適切かつ効果的に把握できる期間、時期及び時間帯

とする。調査時期は、開花期及び結実期等を考慮して設定する。 

測定方法 

植物相 生育種の確認及び生育環境の把握等とする。 

植生 

「植物社会学的群落調査法やこれに準じる手法(立地の変化による植物集

団の差違を把握できる手法)」等による方法とする。原生自然植生及び潜在

自然植生については、既存資料を現地調査により補正する方法とする。 

注目すべき個

体、種、群落の

生育状況 

分布状況、生育環境(その地域及び位置を含む。)の状況等を確認する方法

とする。 

その他留意事項 

文献その他の資料に記載された生育種が当該地域に不在と判断又は推定す

る場合には、十分な現地調査及び専門家からの意見聴取等により不在とす

る根拠を明らかにするものとする。 

予
測
の
手
法 

予測項目 

ア 植生の改変の程度及び内容 

イ 注目すべき個体、種及び群落の改変の程度並びに内容（間接的影響を

含む。） 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中、工事完了後及び供用開始後で、植物の生育及び植生の

特性を踏まえて環境影響を的確に把握できる時期等とする。 

予測方法 

対象事業の計画をもとに、生育環境の消滅の有無及び改変の程度を把握す

ることにより行う。 

なお、間接的影響については、類似の事例、専門家の意見等を参考に行う。 

その他留意事項 地域と深い係わりのある植物への影響の程度について留意する。 
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19）生態系 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

生
態
系 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。この場合におい

て、陸域生態系及び水域生態系の区分に分けて行うものとする。 

生態系の構成内容  

生物群集、生息・生育環境である生息・生育場所、地形・地質及び水環境

並びに気象等の構成要素及び生態系の遷移の状況(人間の関わりを含む。)

等 

生物間の相互関係 
食物連鎖及び競争関係、寄生共生関係、ポリネータ関係及び他の生態系と

の関わり 

指標種  
地域の生態系を特徴づける上位種、優占種、キーストーン種、アンブレラ

種等の抽出 

調査方法 測定方法 

生態系の構成内

容 

動物、植物、地形・地質及び水環境その他の構成要素の調査結果に基づき、

対象事業実施区域及びその周辺の地域の生態系の構成内容を把握する。 

生物間の相互関

係 

動物、植物、地形・地質及び水環境その他の構成要素の調査結果に基づき、

対象事業実施区域及びその周辺の地域の動植物とその生息・生育環境との

関わり及び生態系を構成する生物の相互の関わりを把握する。 

指標種 

動物、植物、地形・地質及び水環境その他の構成要素の調査結果及び把握

された生態系の構成内容等に基づき、対象事業実施区域及びその周辺の地

域の生態系を特徴づける指標種を設定する。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により指標種に与える影響の程度とする。 

予測地域及び予測地点 調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中、工事完了後及び供用開始後で、指標種への影響を的確

に把握できる時期等とする。 

予測方法 

予測は、次に掲げる方法から選択し、生物と環境との関わり、生物相互間

の関わり及び生物の多様性の観点から行うものとする。 

ア 数理モデルによる方法 

イ 類似の事例、専門家の意見等を参考にする方法 

ウ その他の適切な方法 
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20）景観 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

景
観 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

景観の構成要素及び特性 
対象事業実施区域周辺における景観の構成要素及びこれらの構成要素によ

り形成される地域景観の特性 

主要な展望地点の状況 
対象事業実施区域周辺の主要な展望地点（不特定多数の人々が利用する公

共的な場所で、景観が展望できる地点のうち主要なものをいう。） 

調査地域 
対象事業の工事及び供用により主要な展望地点からの景観が変化すると想

定される範囲及び当該地域を展望できる主要な展望地点とする。 

調査方法 

調査方法 
文献その他の資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及

び解析の方法による。 

測定方法 

景観構成要素

及び特性 

地形図、地質図、植生図、土地利用現況図等の最新の既存資料又は現地調

査により明らかにする。 

主要な展望地

点の状況 

観光ガイドブック等の最新の既存資料又は現地調査により明らかにする。

なお、主要な展望地点から展望できる景観の現況を現地調査で把握する場

合は、写真撮影等により適切に行う。また、現地調査については、景観の

構成要素及び特性並びに主要な展望地点の利用状況を考慮した適切な時期

等に行う。 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の工事及び供用により変化する主要な展望地点から展望できる景

観の構成要素、地域景観の特性、可視領域、圧迫感等の状況とする。 

予測地域

及び予測

地点 

予測地域 
対象事業の工事及び供用により主要な展望地点からの景観が著しく変化す

ると想定される地域を含む適切な地域とする。 

予測地点 

対象事業実施区域が展望でき、かつ、当該地点からの景観が著しく変化す

ると想定される主要な展望地点のうち、その位置及びその地点からの展望

できる景観の特性等を考慮し選定した代表的な地点とする。 

予測対象時期等 対象事業の工事完了後及び供用開始後の適切な時期とする。 

予測方法 

対象事業の計画の状況、周辺の土地利用の状況、環境保全措置等を考慮し

て、次に掲げる図等を利用した理論的な解析又は類似の事例を参考とする

方法等とする。 

ア 完成予想図(フォトモンタージュ、コンピュータ・グラフィックス等) 

イ 可視領域図 

ウ 最大仰角図 

エ 形態率図 

オ 周辺地域を含めた模型 

なお、シミュレーションは複数案作成し比較検討するものとする。 
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21）文化財、22）人と自然との触れ合いの活動の場 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

文
化
財 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

有形文化財、民俗文化財、記

念物、伝統的建造物群及び埋

蔵文化財（以下「文化財」と

いう。）の状況 

対象事業実施区域及びその周辺に存在する文化財の種類、位置、区域、保

存等の状況 

文化財の周辺の状況  文化財周辺の地形、土地利用等の状況 

調査地域 
対象事業の実施により文化財が損傷等の影響を受けると想定される地域と

する。 

調査方法 調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により文化財が受ける影響の内容及び程度とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中、工事完了後及び供用開始後で、文化財に及ぼす影響を

的確に把握できる時期等とする。 

予測方法 類似の事例を参考にする方法等とする。 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

調
査
の
手
法 

調査項目 

野外レクリエーションを通じた人と自然との触れ合い活動及び日常的な人と自然との触れ合いの活動の場

等について、次に掲げる項目を調査するものとする。 

位置、種類、規模、特性等の

状況 
 

利用状況  

周辺の状況  

調査地域 
対象事業の実施により影響を受けると想定される人と自然との触れ合いの

活動の場とする。 

調査方法 

調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査による。現地調査を行う場

合は、調査の期間は原則として 1 年間とし、人と自然との触れ合いの活動

の場の特性を考慮して調査時期及び時間帯を設定する。 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の実施により変化する人と自然との触れ合いの活動の場の状況と

する。 

予測地域及び予測地点 調査地域に準じ、環境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
対象事業の工事中及び供用開始後で、人と自然との触れ合いの活動の場に

及ぼす影響を的確に把握できる時期等とする。 

予測方法 類似の事例、専門家の意見等を参考にする方法等とする。 
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23）廃棄物、24）地球環境 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

廃
棄
物 

予
測
の
手
法 

予測項目 

予測項目は、対象事業の内容を考慮して次の項目から選定する。 

一般廃棄物、産業廃棄物及び

建設副産物（以下「廃棄物等」

という。）の種類、発生量及

び処理状況等 

 

リサイクルの状況 廃棄物等のリサイクルの状況 

予測対象時期等 
対象事業の工事中の廃棄物等の発生が最大となる時期及び事業活動等が定

常に達した後で廃棄物等の発生が最大となる時期とする。 

予測方法 
対象事業の計画の内容、排出抑制対策等の状況、その他の類似の事例等を

勘案して計算等により予測する。 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

地
球
環
境 

予
測
の
手
法 

予測項目 

予測項目は、対象事業の内容を考慮して次の項目から選定する。 

地球温暖化対策の推進に関

する法律（平成 10 年法律第

117号）第２条第３項に規定

する温室効果ガス（以下「温

室効果ガス」という。）の排

出量及び工事期間中の排出

量 

 

特定物質の規制等によるオ

ゾン層の保護に関する法律

（昭和 63年法律第 53号）第

２条に規定する特定物質（以

下「オゾン層破壊物質」とい

う。）の発生量及び排出量 

 

予測対象時期等 対象事業に係る工事の時期及び事業活動等が定常に達した時期等とする。 

予測方法 
「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル Ver.3.2」（平成 23年、環境

省・経済産業省）に規定する方法又はその他適切な方法とする。 
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25）日照阻害 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

日
照
阻
害 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

土地の起伏及び傾斜等の地

形の状況 
 

対象事業実施区域の周辺の

土地に日陰を生じさせてい

る工作物の位置、規模、構造

等の状況 

 

当該工作物の日陰の状況  

調査地域 対象事業の実施により日照阻害が生じると予想される地域とする。 

調査方法 
調査は、既存資料の整理及び解析又は現地調査により、調査地域の日陰の

状況を把握する。 

予
測
の
手
法 

予測項目 対象事業の実施により発生する日照阻害の状況とする。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 
原則として、対象事業に係る工作物の建設が完了した時点以後の冬至日と

する。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 理論的解析による方法 

イ 模型実験による方法 

ウ 類似の事例を参考にする方法 

エ その他適切な方法 
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26）電波障害 

項目 具体的な内容及び留意事項等 

電
波
障
害 

調
査
の
手
法 

調査項目 

次に掲げる項目の中から対象事業の内容及び地域の特性に応じて必要なものを選択する。 

テレビジョン放送の受信状

況 

周辺地域における受信可能なテレビジョン放送の種類、共同受信施設、ケ

ーブルテレビジョンによる再送信の利用等の状況 

テレビジョン放送電波の状

況 

ア 放送局の送信機出力、放送周波数並びに空中線の位置及び高さ 

イ 希望波の電界強度、受信画質等 

調査地域 
対象事業の実施によりテレビジョン電波障害が生じると想定される地域と

する。 

調査方法 

「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）、地上デジ

タル放送テレビ受信状況調査要領」（平成 22 年、社団法人日本 CATV 技術

協会）に定める方法又はその他適切な方法 

予
測
の
手
法 

予測項目 
対象事業の実施により発生するテレビジョン電波障害の程度及び地域とす

る。 

予測地域及び予測地点 
調査地域のうち、環境影響を受けるおそれがあると認められる地域及び環

境影響を的確に把握できる地点とする。 

予測対象時期等 

対象事業の工事中におけるテレビジョン放送電波への影響を的確に把握で

きる時期及び対象事業に係る工作物の建設が完了した後の適切な時点とす

る。 

予測方法 

次に掲げる方法から適切なものを選択し、又は組み合わせる。 

ア 工作物による電波障害予測計算の理論式による方法 

イ 類似の事例を参考にする方法 

ウ その他適切な方法 

 

 


